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BSE 検査（死亡牛）からみた県内死亡牛の動向 

 

西部畜産事務所 

〇工藤沙弥子 田村和穂 

 

はじめに 

 牛海綿状脳症（以下BSE）は、平成13年に国内初の感染牛が確認され、平成15年から 24か月齢以上の死亡

牛の全頭検査が開始された。平成21年度以降、感染牛は確認されておらず、検査対象牛の条件は緩和されて

きた。現在の検査対象は、96か月齢以上の一般的な死亡牛全頭及び48か月齢以上の特定症状等を示した死亡

牛であり、診療獣医師から提出された死亡診断書から、検査の是非を判断している。今回、提出された死亡診

断書を分析し、県内死亡牛の動向を考察した。 

 

方法 

平成28年度から令和4年度の7年間に、死亡診断書が提出された48か月齢以上の死亡牛2,996 頭を調査対

象とし、用途別、年度別、月別、年齢別及び死亡理由により調査した。また，牛の個体識別情報検索サービス

の県内飼養頭数データから各項目における死亡率を求めるとともに、気象庁のHPから気象情報を調べた。 

 

成績 

1.BSE 検査頭数 

平成 28年度から平成30年度は、各年度440

頭前後で推移し、検査対象が96か月齢以上の一

般的な死亡牛及び特定症状等を示した死亡牛に

変更された平成31（令和1）年度以降は、各年

度140頭前後と約1/3 に減少した。 

 

2.用途別死亡頭数割合（図1） 

 各年度とも乳用牛が全死亡頭数の 80％以上を

占めていた。 

 

3.年度別死亡頭数及び死亡率（図2） 

各年度の死亡頭数は、乳用牛が288～395

頭、肉用牛が40～89 頭で推移していた。県全

体の各年度の用途別牛飼養頭数に対する死亡率

は、乳用牛が10％前後、肉用牛が1.5％前後で

推移していた。 
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4.月別死亡頭数（図3） 

 乳用牛は 7 月が 276 頭、8 月が 324 頭と夏季に

死亡が多くみられた。肉用牛は11月から2月が41

頭～51頭と冬季に死亡が多い傾向であった。 

 

5.年齢別死亡頭数及び死亡率（図4、5） 

 死亡頭数は、乳用牛は4歳、5歳で 637頭、600

頭と多く、以降は年齢に従って減少していた。肉

用牛は 5 歳、10 歳でそれぞれ 41 頭、40 頭と多か

った。各年齢の飼養頭数に対する死亡率は、乳用

牛は 4 歳から年齢に従って上昇し、8 歳で 14.7％

と一番高くなっていた。肉用牛は 4 歳から 8 歳ま

で1％前後で推移し、その後は年齢に比例して増加

傾向だった。 

 

6.死亡理由別頭数 

 乳用牛の死亡理由では、心不全、周産期疾患、乳

房炎、鼓脹症の順で多く、肉用牛では心不全、鼓脹

症、消化器疾患、周産期疾患の順で多かった（図6、

7）。なお、両者において心不全についての詳細な原

因は不明であった。 

 乳用牛において、死亡理由上位の周産期疾患及

び乳房炎、夏季に増加し問題視される熱射病につ

いて死亡頭数の年度推移をみると、乳房炎と熱射

病の推移が類似しており、平成30年度をピークに

減少傾向であった。周産期疾患は平成28、29年度

と比較して近年は減少していた（図8）。鼓脹症は

大きな年度変化は見られなかった。肉用牛におい

ては、鼓脹症及び消化器疾患、周産期疾患、熱射病について、年度推移に特に傾向は見られなかった。 

また、乳用牛について、各死亡理由を月推移でみると、乳房炎が6～9月に多く、周産期疾患が1月に多か

った。熱射病は6～10月でみられ、8月がピークであった（図9）。 

 なお、令和3年度は、乳用牛の死亡頭数が減少し、乳房炎と熱射病による死亡頭数も減少していた。熱射病

による死亡頭数が減少していたことから県内の8月の気候を調べたところ、令和3年度の最高気温、平均気温

は他年度に比べ低く、30℃を超えた真夏日の日数も少なかった（表1）。一方で、気温と熱射病の推移は必ずし

も一致しておらず、平成31年度以降、気温に関わらず熱射病での死亡頭数は減少傾向であった。 
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表1 8月の気候状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 

庄原市        

最高気温(℃) 32.8 31.7 33.3 31.4 33.6 30.2 32.1 

平均気温(℃) 25.4 25.3 26.2 25.8 26.3 24.6 25.9 

30℃超日数(日) 26 27 28 18 29 17 27 

広島市        

最高気温(℃) 34.3 33.3 34.7 32.1 34.5 31.1 33.1 

平均気温(℃) 29.3 29.0 29.8 28.5 29.9 27.4 29.2 

30℃超日数(日) 27 28 31 22 31 19 30 
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まとめ及び考察 

1.BSE 検査頭数は、検査対象牛の条件変更に伴い減少してきた。 

2.用途別死亡頭数割合は、各年度とも乳用牛が全死亡頭数の80％以上を占めていた。 

3.飼養頭数に対する死亡率は乳用牛の方が高く推移し、用途別死亡割合においても乳用牛が 80％以上を占める

ことから、乳生産による負担の大きさが影響していると推測された。 

4.月別死亡頭数は、乳用牛で 7 月、8 月の夏季が多いことから、暑熱の影響が乳用牛で大きいことが示唆され

た。肉用牛では11月～2月の冬季が多く、乳用牛とは異なる傾向がみられた。 

5.年齢別の死亡率は、乳用牛では4歳から年齢に比例して上昇し、8歳で一番高かった。肉用牛では9歳以降で

上昇傾向にあった。これらの情報は、牛の更新時期を管理する際の一助になると考えられる。 

6.死亡理由別頭数は、乳用牛で心不全、周産期疾患、乳房炎、鼓脹症の順で多く、肉用牛で心不全、鼓脹症、消

化器疾患、周産期疾患の順で多かった。乳用牛において、熱射病と乳房炎の死亡頭数の推移が類似していること

から、暑熱対策が乳房炎対策の一助になる可能性が示唆された。また、近年は外気温に関わらず熱射病は減少傾

向であったことから、各畜産農家における暑熱対策の有効性も推察された。乳用牛及び肉用牛の両者において、

周産期疾患が死亡原因の上位にあったことから、繁殖管理の重要性が再認識された。 

 死亡頭数の増減、死亡原因の分析は、今後の飼養管理の改善に有効である。 

 

参考文献 

1.牛個体情報：死亡診断書 

2.牛飼養頭数：家畜改良センターホームページ 

3.気象情報：気象庁ホームページ 
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管内肉用牛農家における農場 HACCP の推進について 

 

西部畜産事務所 

〇竹本彩香 坂嵜淳平 

 

はじめに 

広島県農林水産局では、「2025 農林水産業アクシ

ョンプログラム」に基づき、畜産振興施策として、

持続可能な広島和牛生産体制の構築を目指し、肥育

経営体の規模拡大に取り組んでいるが、県内肥育経

営体それぞれの発展ステージ（図 1）に合わせた規

模拡大支援が必要である。今回、規模拡大を目指す

管内の肥育農家2戸において、課題解決を目的とし

て農場HACCP の取組を支援したので、その概要を報

告する。 

 

取組内容  

 農場 HACCP は、危害要因の分析・評価を行い、個々の農場に応じた一般的衛生管理プログラムや必須管理点を

決め、適切な飼養衛生管理に取り組むことにより、畜産物の安全性の確保と生産性の向上を図るためのもので

ある。 

 西部管内の肥育農家2戸（A農家、B農家）の規模拡大支援の手法として、農場HACCP の推進を活用した。 

1.A 農家（図2） 

1）農家概要 

親からの経営継承を機に増頭と牛舎建設を行        

い、令和3年から肥育牛300頭に増頭した。 

2）農場HACCP 推進経緯 

飼養管理手順が共有されていないため、枝肉成 

績が安定していなかったこと、今後の増頭に向け

た準備ができていないことが課題であった。 

令和 2 年 4 月、雇用準備のために作業の見える 

化をしたいという農家の意向を確認し、令和 2 年

8月からHACCPに則った生産工程管理の見える化を

支援していくこととした。 

3）支援内容 

ア 作業分析シートの作成 

定期的に農家と会議を行い、県（畜産事務所及び農業技術指導所）が農場の作業を確認しながら作業分

図1 経営発展ステージ 

図 2 A農家概要 
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析シートの素案を作成し、農場長に内容を確認してもらい作成した。 

イ HACCP に取り組む他県の肥育農家の視察 

農家から HACCP に取り組む肥育農家を視察したいという希望を受け、視察候補地を検討し、令和 4 年 6

月に他県の HACCP に取り組む肥育農家を視察した（図 3）。視察により、農家の HACCP への理解や取り組み

意識が向上した。さらに、視察した農家では県や畜産関係団体等によるHACCP 支援チーム体制のもとHACCP

認証取得につながったことを知り、HACCP 支援チームを組んで支援して欲しいという意見が出た。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ HACCP チームによる支援 

西部畜産事務所、西部農業技術指導所及

び一般社団法人広島県畜産協会をメンバー

とする HACCP 支援チーム体制を構築して、

毎月 HACCP チーム会議を開催し、文書の作

成を支援した。チーム構成員のうち、畜産協

会は文書作成指導・専門家の派遣、農業技術

指導所は会議の調整及び運営・作成した文

書の整理、畜産事務所は飼養衛生管理基準

等に基づく指導・文書作成指導をそれぞれ担

当した。 

      令和 5年 12月、HACCP 運用に必要な文書が概ね完成し、HACCP 運用を開始しており、一定期間経過後、検

証を実施し検証結果をもとに改善指導を行う予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 視察の様子 

図 4 HACCP 支援チーム体制 
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2.B 農家（図5） 

1）農家概要 

    肥育牛 220 頭を 2 名で飼養管理しており、企業

とともに展開している独自の和牛肉ブランドの販

売拡大のために増頭を検討していた。 

2）農場HACCP 推進経緯 

規模拡大に伴う雇用準備と生産体制の効率化と

品質維持を課題としており、増頭に向けた飼養管

理技術の平準化が必要だった。 

そこで、農場HACCP に則った作業マニュアルの作

成を当所から提案した。農家はマニュアル作成による負担の増加を懸念していたため、作成にかかる取組スケ

ジュール案を提示し、農家の見通しが立てられるようにしたところ、まずは1年間取り組んだ後に継続を検討

することとなった。 

3）支援内容 

事前に作業マニュアルの様式を農家に渡し、毎月の打ち合わせまでに特定の作業を書き出してもらい、当所

が内容の確認と修正を行いとりまとめた（図6）。 

 

 

 

 

 

 

     

令和 6年度の完成を目指し、作業マニュアル作成と危害要因分析の支援を継続している。また、HACCP 認証

取得は検討中であるが、和牛肉ブランド推進のために必要になった際に対応できるように、認証取得に向け

た支援方法を検討していく。 

 

結果 

 今回の取組みから次の成果が得られた。 

1.作業工程の見える化 

農場の従事者それぞれの感覚で行っていた作業を文書化することにより、作業工程の見直しができ、生産効

率を向上させるための有効な手段となった。 

また、今後雇用を行う際の作業マニュアルとしても活用できるようになった。 

2.農家の意識向上 

図 5 B農家概要 

図 6 作業マニュアル作成（左：打ち合わせ、中央：農家手書き、右：修正・清書） 
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A 農家では、HACCP に取り組む農家の視察を行ったことで、HACCP に関する理解や取り組み意識が向上し、主

体的に取り組むようになった。また、畜産協会や指導所と連携しチームで支援を行うことにより、支援体制が充

実し、農家のモチベーションを維持させることができた。 

B 農家では、当初、取組み開始から 1 年後に継続を検討することとしていた。令和 4 年 4 月から支援を開始

し、農家も必要性を実感したことから令和 5 年 4 月に継続することとなり、現在も作業マニュアルの作成を継

続することができている。 

さらに、HACCP に則った生産工程管理を指導することにより、飼養衛生管理基準等の観点から消毒実施方法や

衛生管理区域設定など衛生対策について個々の農家の実情に合わせた支援ができ、農家の衛生対策への理解向

上を図ることができた。 

3.県の支援体制の構築 

A農家では、指導所や畜産協会と連携し支援チームを確立することができ、役割を分担することにより専門性

が高く効率的な支援を提供できた。また、HACCP 運用開始に至るまでに必要な支援やスケジュールを把握するこ

とができた。 

 

まとめ 

今回、HACCP 導入支援を行うことにより、作業の見える化による作業効率の向上や農家の発展意欲の醸成を推

進することができ、法人化しているもののさらなる経営発展のために課題を抱えている 2 農家に対する支援手

法として有効であったと考えられる。 

今後の課題として、HACCP 運用開始後も検証と改善が必要であるため、農家が主体的に継続できる支援が必

要である。また、2農家ともHACCP 認証取得には至っていないが、個々の農家に合わせた認証取得の必要性の

検討と認証取得する際の支援体制の構築が必要である。さらに、県においてHACCP 導入を支援できる体制を整

備し、指導者研修の受講や指導方法の共有を図る必要がある。 

今回の取組みでHACCP 導入支援体制の構築や指導方法を把握することができたことを踏まえ、農場HACCP 推

進を一つの手法として活用し、県内肥育経営体の支援を行い、持続可能な広島和牛生産体制の構築に取り組ん

でいく。 
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病性鑑定を実施した少羽数養鶏場における課題 

 

西部畜産事務所 

○細川久美子 

 

はじめに 

家畜の取り扱いについては、「産業動物の飼養及び保管に関する基準（昭和62年総理府告示第22号）」

の告示から現在まで、様々な基準の提案や通知がなされてきた。近年では特に、わが国はアニマルウェル

フェア（AW）の国際基準を踏まえた家畜の飼養管理の普及を図っており、2023 年 7月には、農林水産省が

「畜種ごとの飼養管理等に関する技術的な指針」を公表した 1）。AW の指標として、「5 つの自由」（「飢え、

渇き及び栄養不良からの自由」、「恐怖及び苦悩からの自由」、「身体的及び熱の不快さからの自由」、「苦痛、

傷害及び疾病からの自由」及び「通常の行動様式を発現する自由」）が示されている 2）。 

近年、少羽数飼養の養鶏は、大規模養鶏と異なる飼養方法（例：平飼等のAWに配慮した飼養方法、発酵

飼料を給与等）で注目されることも多く、生産された鶏卵は付加価値を付けて売られることも多い。一方

で、鶏の病性鑑定の中でも、少羽数飼養の養鶏では飼養管理失宜が原因となる依頼が多い。病性鑑定を実

施した小羽数飼養の採卵養鶏場において、飼養管理や AW 等に関する共通の課題が確認されたので報告す

る。 

 

材料と方法 

2018 年 4 月から 2023 年 7 月に実施した鶏の

病性鑑定36件（表1）中、飼養規模100 から 400

羽の 4 農場 6 症例について、飼養環境及び病因

の取りまとめを行った。 

鑑定目的は死亡原因究明が最も多く、次いで

衰弱原因究明、産卵率低下の原因究明等であっ

た。 

 

成績 

Case1：A農場 

開放型鶏舎の平飼方式（開放平飼）で、銘柄鶏の初生を導入し、導入時からくず米、米ぬか、おからの

自家配合飼料（自家配）を給与していた。雛は徐々に食欲低下、死亡数が増加し、1カ月後には1日に 10

羽以上の死亡が認められたことから病性鑑定を実施した。育成中の雛は重度の削痩（図1）、脱水及び血便

を呈しており、体重は35日齢で100ｇから 150ｇと標準体重 3、4）の1/4 から 1/3 であった。また、胸腺及

表1 鶏の飼養規模と病性鑑定  

飼養規模 戸数（戸） 
病性鑑定数（件） 

（2018.4～2023.7） 

10 万羽以上 29 21 

100～10 万羽未満 45 14 

100 羽未満 276 1 

合計 350 36 
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びファブリキウス嚢の萎縮が認められた。病理組織学的検査にお

いて重度のコクシジウム寄生と出血性腸炎が認められた。細菌学

的 検 査 に お い て は Escherichia coli 及 び Clostridium 

perfringensが分離されたが、大腸菌症及び壊死性腸炎の明確な所

見が認められなかったことから、これらの細菌はコクシジウム症

に伴う二次的な増殖であると考えられた。 

Case2：B農場 

開放平飼で、銘柄鶏の初生を導入し、成鶏用の飼料で育成してい

た。導入 1 カ月頃から食欲及び活力低下、1 日に 10 羽以上の死亡

が認められたことから病性鑑定を実施した。育成中の雛は重度の

削痩及び脱水を呈していた。体重は40日齢で210ｇから 250g と標

準体重 3、4）の 1/2 以下であった。病理組織学的検査において重度

のコクシジウム寄生とグラム陽性桿菌を伴った壊死性腸炎が認め

られた。細菌学的検査において、Clostridium perfringensが分離

されたことから、病理組織所見と併せて総合的に判断し、鶏クロス

トリジウム・パーフリンゲンス感染症と診断した。この他、幼雛の

保温に用いる電気ストーブは季節的判断によって使用されていなかった。 

Case3：C農場 

開放平飼で、銘柄鶏の初生を導入し、麦、米、牡蠣殻、魚類加工品、米ぬか、おから、野菜くず等の自

家配を給与していた。導入 1 カ月頃から食欲不振、下痢及び元気消失、1 日に 4 から 5 羽の死亡が続いた

ことから病性鑑定を実施した。育成中の雛は 35 日齢で重度の削痩、及び発育不良を呈し（図 2）、発育具

図1 Case1、重度に削痩した雛 

図2 Case3、重度に削痩した雛 図3 Case3、腸管の鶏回虫 
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合は不揃いであった。消化管に多数の鶏回虫が認められた（図3）。病理組織学的検査においてコクシジウ

ム寄生、肝臓や脾臓の多発性巣状壊死、菌塊を伴った化膿性腎炎が認められた。 

Case4～6：D農場 

D 農場は 5 年間に 3 件の病性鑑定を実施しており、開放平飼で銘柄鶏の初生を導入し、導入した鶏の多

くが2か月齢までに衰弱死する農場であった。 

Case4 

初生導入から3日間は玄米のみ、その後米ぬか、くず米、魚粉、牡蠣殻の自家配で育成していた。導入

直後、管理失宜により2割の雛が死亡。導入4日目から食欲低下及び下痢、1日に 10羽以上が死亡するよ

うになり、導入した雛の7割以上が死亡したことから病性鑑定を実施した。育成中の雛は著しく削痩し、

脱水を呈していた。体重は 25 日齢で 50ｇ前後と鶏卵 1 個分より軽い体重となっていた。病理組織学的検

査においてカンジダによるそ嚢炎、鶏回虫寄生、コクシジウム寄生、胸腺及びファブリキウス嚢の萎縮、

大腸菌症を疑う肝臓の線維素血栓形成や脾臓における濾胞壊死、水不足または感染症を疑う尿細管の石灰

沈着、尿細管上皮の変性・壊死が認められた。 

Case5 

94 週齢の採卵鶏が食欲不振、産卵率低下（平常時の10％）、黒色下痢、貧血を呈したため病性鑑定を実

施した。米ぬか、米粉、魚粉、くず米、くず大豆、牡蠣殻（割合は5：5：1：1：1：0.5）の自家配を給与

していたが、飼料の一部が変敗していた。鶏は削痩し、1 ㎏未満の個体も認められ、同系統の鶏と比較 3、

4）すると 1/2 以下の体重であった。病理組織学的検査において重度のコクシジウム寄生と鶏回虫寄生、筋

胃びらん、肝臓における多発性巣状壊死、腎臓の細菌感染及び膿瘍形成が認められた。 

Case6 

導入した初生雛が少しずつ死亡し、5 カ月後

には 8 割が死亡していた。生存していた育成鶏

は削痩し、発育不良で眼瞼周囲の浮腫（図4）、

沈鬱、斜頸や起立不能等が認められたため病性

鑑定を実施した。病理組織学的検査において舌

から食道にかけての腺や腺を伴う組織（眼瞼や

鼻腔等）に扁平上皮化生（図5）が認められ、生

化学的検査 5）において血漿中のビタミンA濃度

が著しく低値を示した（表2）ことからビタミン

A欠乏症と考えられた。この他、鶏回虫寄生が確

認された。腫脹した眼瞼から Staphylococcus 

schleiferi や Pasteurella sp. が分離された

が、これらは腺組織の扁平上皮化生に伴う二次

感染と考えられた。 

 

図4 Case6、沈鬱、眼瞼の腫脹 



12 
 

 

表2 血漿中のビタミンA濃度 

検体 ビタミンA濃度（IU/ｄL） 

№1 検出限界以下 

№2及び 3（プール） 002.7 

※（参考値）採卵鶏 555.4 

 

まとめ及び考察 

今回取りまとめた病性鑑定における農場の共通点として、1.銘柄鶏の初生の導入、2.育雛期からの自家

配給与、3.開放型鶏舎の平飼方式による飼養が確認された。病性鑑定結果の共通点として、高い死亡率（特

に初生導入から育雛期に最大8割超）、飼養鶏の重度削痩、発育不良、消化管内寄生虫、脱水、免疫器官の

萎縮、感染症等が認められた。病性鑑定を実施した農場ではAWの 5つの指標のうち「飢え、渇き及び栄養

不良からの自由」及び「苦痛、傷害及び疾病からの自由」が満たせていなかった。 

1.初生の導入 

病性鑑定事例では、温度管理失宜、日齢に適さない飼料給与、汚染された環境から早期の病原体及び寄

生虫の暴露などで多くの雛が死亡し、生存しても発育不良となっていた。 

鶏の一生は育成期間で決まると言われており、雛の受け入れ準備から餌付け、温度及び湿度管理、これ

図5 Case6、食道腺の扁平上皮化生、ヘマトキシリン・エオジン染色、Bar＝100μm 
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らに必要な専用の設備や抵抗力の弱い雛を感染から守るための衛生管理は高いレベルが求められる 6）。こ

れらは初生を導入する上で基本的な管理事項であるが、当該農場では実施出来ておらず、育雛を失敗して

いるので、雛の死亡による鶏卵生産個体の減少、卵巣の発育不良、免疫器官の萎縮から免疫機能の低下が

起こり、結果として農場は感染リスクが上昇し、産卵率及び生産性が低下する。 

2.自家配の給与 

病性鑑定事例では、飼養鶏の重度削痩、

発育不良、産卵率の低下、欠乏症等が認め

られたことから、飼養者は鶏が生存、成長

及び産卵するために必要な飼料の種類、

量、エネルギー量及び栄養素を把握できて

いない可能性が考えられた。 

少羽数飼養で飼料を配合する場合、飼料

の性状や適切な配合割合、量の判定、品質

や内容を一定に保つことは困難である。ま

た、初生から育雛する場合、発育ステージによって栄養の要求量は異なる 6）ため、それぞれの発育期間に

適した飼料を調整すべきだが、病性鑑定事例では実施されていなかった。 

原料と配合割合が判明していた D 農場の自家配と、某飼料会社の成鶏用及び育雛用飼料 7）を比較した

（表3）。原料が異なるため正確な比較ではないが、D農場の自家配は、主なエネルギー供給源となる穀類、

成長や生産に関わる蛋白源である植物性油かす類及び動物性飼料の割合が低くなっていた。エネルギー源

と蛋白源が不足した自家配の給与が飼養鶏の重度削痩及び死亡等の原因の一つと考えられた。また、D 農

場ではそうこう類に米ぬかを使用しており、37％と高い割合になっていた。米ぬかの飼料価値は高いもの

の、高温期には脂肪分が酸化しやすいため、新鮮でなければ飼料に適さない 8）。そして、失活処理をして

いない生の米ぬかの場合はトリプシン阻害物質や抗チアミン因子等といった抗栄養因子を含んでいるため、

使用割合の増加とともに飼育成績の低下が報告されている 8）。D 農場に限らず、米ぬかを多く配合する農

場ではこれらの関与も考えられた。 

3.平飼開放鶏舎 

全ての症例において消化管内寄生虫が認められ、これが主原因と考えられる死亡や衰弱が認められた。 

平飼は床面が土壌であるため、鶏が持つ本能的な行動が可能であるといった点で AW の観点からも優良

2）だが、消化管内寄生虫の濃厚感染リスクが高い 9）。平飼で飼養するならば、敷料や床面を清浄に保つ必

要がある 9）。対策には、放飼場等敷地の排水・乾燥、消石灰の散布や火炎による土壌の清浄化、客土、定

期的な糞便検査と駆虫等が重要である 9）。しかし、病性鑑定事例ではこれらの対策を実施出来ていなかっ

た。 

以上から病性鑑定事例のような問題を抱える農場の指導の際には、はじめに飼養者の鶏飼養に関する知

識がどの程度か確認し、それに対応した指導をする必要がある。 

1）家畜の飼養において、飼料を削減すると死亡率及び疾病の罹患率が上昇し生産性が低下すること、初

生は清潔な環境で保温し、適切な飼料で大切に飼養しないと死亡しやすいといった初歩的、基本的な事で

表3 飼料会社の配合飼料と少羽数飼養農場の自家配の比較 

区分 
成鶏用飼料 

（％） 

育雛用飼料 

（％） 

D農場 

（％） 

穀類 62 62 51.8 

植物性油かす類 19 25 0 

動物質性飼料 3 9 7.4 

そうこう類 1 0 37 

その他 15 4 3.7 
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も分かりやすく、繰り返し指導する。 

2）実際の管理失宜事例を写真や原因と共に紹介し、自農場で同様の状況が生じていないか点検させる。 

3）鶏が生存さえしていれば養鶏が成り立っているという誤解を解き、正常な日齢体重、日齢に見合った

産卵率、これらが下回る場合は栄養不足等の問題が生じていると飼養者が認識するための具体的な数値を

示す。 

4）畜産技術協会や農林水産省が作成している飼養管理及びAW関連の指針を活用し、適正な鶏の管理法

の理解醸成を図る。 

これらは、適正な飼養管理や鶏のAWのみでなく、安全な畜産物の生産、農場の生産性向上につながる。

1）から 4）を繰り返す事で、改善を図り、飼養衛生管理指導や国が進める AW 普及及び指導の足掛かりと

していきたい。 
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広島県産ハチミツを用いた腐蛆病菌の検出状況 

 

西部畜産事務所 

〇船守足穂 

 

はじめに 

腐蛆病は、ミツバチ幼虫の細菌感染症であり、Paenibacillus larvae を原因とするアメリカ腐蛆病と、

Melissococcus plutoniusを原因とするヨーロッパ腐蛆病に分類され、いずれも家畜伝染病に指定されている。

本病は国内で年間100 件程度の発生が報告されており 1)、発症すると蜂児が特有の臭気を伴い死亡し、進行する

とやがて蜂群が崩壊する 2)。本病は家畜伝染病に指定されているものの、健康な蜂群にも常在し、日和見的に発

症する可能性が示唆されており 3,4)、また系統学的分類により遺伝子多様性が確認されている 2,5-8)。P. larvae

はゲノム内の繰り返し配列の違いによりERICⅠ～Ⅳに型別され、国内ではこれまでにERICⅠ及びERICⅡが報告

されている 2,9)。M. plutoniusは生化学的性状等により典型株及び非典型株に分類されており、国内ではいずれ

も確認されている 2,8,10)。また、近年ハチミツ中でプラスミドを介して P. larvaeに伝達する可能性があるとさ

れるタイロシン耐性遺伝子（ermB及び ermC）が報告され、国内唯一のアメリカ腐蛆病予防薬であるタイロシン

（タイラン水溶散（エランコジャパン㈱、東京））に対する耐性化が懸念されており 11)、本病の動向を把握する

重要性が高まっている。 

本病の検査は、通常巣箱の内検により蜂児を採材する必要がある 12)。そのため、特に日本ミツバチにおいて

は検査自体が蜂群に対してストレスとなるため、検査が難しいという課題があった。しかし2022 年、岡本らに

よりハチミツからの効率的なDNA抽出法が報告され 4)、採蜜後のハチミツを活用することで、巣箱を内検せずに

腐蛆病遺伝子を検索することが可能となった。そこで今回、本県での腐蛆病の発生予防対策の基礎データを得

ることを目的に、広島県産ハチミツを用いた腐蛆病菌の検索と疫学調査を行い、知見を得たので報告する。 

 

材料及び方法 

市販の広島県産ハチミツ（製造者もしくは採取地が広島県と表記され、全て異なる由来のもの）35 検体を供

試し、以下の調査を行った。 

1.腐蛆病菌等の検出 

1）遺伝子解析：岡本らの報告 4)に従い、ヨーネ・ピュアスピン（ファスマック㈱、神奈川）を用いてハチミ

ツ5mlから DNAを抽出し、P. lavae(ERICⅠ・ERICⅡ・16S-rRNA)及び M. plutonius（典型株・非典型株）の計

5 種の遺伝子検出を目的としたマルチプレックスコンベンショナル PCR（cPCR）を実施した。なお、P. larvae 

16S-rRNA が検出されたものを P. larvae陽性、M. plutonius典型株もしくは非典型株いずれかのDNAが検出さ

れたものを M. plutonius陽性とし、検索した5種類の遺伝子のうちいずれかが検出されたものを腐蛆病菌DNA

陽性とした。 

2）細菌分離：WOAH マニュアル 13,14)を参考に、①ハチミツ原液 100μl、②アルミブロックで 95℃3 分間加熱

処理したハチミツ原液 100μl、③滅菌水 100μl で 50％（v/v）に希釈したハチミツ原液 100μl をインキュベ

ーター内に37℃で 2週間程度シャーレ上に無菌的に静置して乾燥後、滅菌生理食塩水100μlを加えた懸濁液の
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それぞれ3種類を用いて、病性鑑定指針 12)に従い、一般細菌を対象に5％羊血液加寒天培地、P. larvaeを対象

にJ寒天培地、M. plutoniusを対象にKSBHI 培地を用いて、5％炭酸ガスもしくは嫌気条件下で48時間～最大

1週間培養した。 

2.疫学調査 

供試した35検体について、ハチミツに貼付された製造

者ラベルの情報を元に、養蜂振興法第三条に基づく飼育

届に記載された以下 4 項目を検索し、それぞれ以下に示

した区分ごとにcPCRにおける腐蛆病菌DNA陽性率を調査

した。  

1）ミツバチの飼養規模：飼養群数が 10 群未満を小規

模、10 群以上 100 群未満を中規模、100 群以上を大規模

に区分し、調査不能のものを不明とした。 

2）飼養形態：養蜂振興法に基づく転飼許可の状況によ

り県外転飼、県内転飼、定飼に区分し、調査不能のものを

不明とした。 

3）ミツバチの品種：飼養している品種により西洋ミツ

バチ、日本ミツバチ、不明とした。 

4）飼養地域：飼養地域（不明の場合は製造者の住所）により、県内を1～4の 4地域に区分した（図1）。 

3.腐蛆病菌の定量解析及びタイロシン耐性遺伝子検出 

1.においてハチミツから抽出したものと同一の DNA サンプルを供試し、以下の調査を行った（国立研究開発

法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究部門に依頼）。 

1）P.larvae及び M.plutoniusの定量解析：ハチミツ中の P.larvae及び M.plutoniusの DNA 量を推定するた

め、Martínez らの報告 15)及び Roetschi らの報告 16)に準拠してリアルタイム PCR による定量解析（qPCR）を行

った。 

2）タイロシン耐性遺伝子検出：ermB及び ermCについて、リアルタイムPCRによる検出を試みた 17)。ermCの

PCR 産物に関しては、増幅領域の塩基配列を決定し、BLAST<https://blast.ncbi.nlm.nih.gov/Blast.cgi>によ

り ermCの配列の一部であることを確認した。 

 

成 績 

1.腐蛆病菌等の検出 

1）遺伝子解析：35 検体のうち 19 検体（54％）が腐蛆病菌 DNA 陽性であった。陽性 19 検体のうち 10 検体が

P. lavae陽性、18検体が M. plutonius 陽性であった。P. larvaeについては、ERICⅠ型は4検体、ERICⅡ型

は 8 検体が陽性となり、M. plutonius については、典型株は 18 検体、非典型株は 9 検体が陽性であった（表

1）。 

2）細菌分離：一般細菌は101～104cfu/g の範囲で分離された。一方、P. larvae及び M. plutoniusは分離さ

れなかった（表1）。 

図 1：ミツバチ飼養地域の区分 



17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

2.疫学調査 

1）飼養規模による分類では、不明4検体を除く31検

体のうち、cPCR において大規模は10検体中9検体、中

規模は 14 検体中 8 検体が腐蛆病菌 DNA 陽性で、小規模

は7検体全て陰性であった（表2）。 

2）飼養形態による分類では、不明4検体を除く31検

体のうち、県外転飼は7検体全て、県内転飼は8検体中

5検体、定飼は16検体中5検体で陽性であった（表3）。 

3）ミツバチの品種による分類では、不明 3 検体を除

く 32 検体のうち、cPCR において西洋ミツバチは 23 検

体中 16 検体、日本ミツバチは 9 検体中 1 検体で陽性で

あった（表4）。 

4）飼養地域による比較では、cPCR において地域1は

9検体中7検体、地域2は 8検体中5検体、地域3は 10

検体中 50 検体、地域 4 は 8 検体中 2 検体で陽性であっ

た（表5）。なお、地域1～3は西洋ミツバチ飼養農場や

大規模農場、県外転飼農場が多い傾向にあり、さらに地

域 1 は沿岸地域において農場密度が高いといった特徴

表1：腐蛆病菌検出成績 

※ P. larvae 及び M. plutoniusを対象とした培養 

は全検体陰性 
表 2：飼養規模による陽性率比較 

表 3：飼養形態による陽性率比較 

表 5：地域による陽性率比較 

表 4：ミツバチの品種による陽性率比較 

細菌分離 細菌分離

16S-rRNA ERICⅠ ERICⅡ 非典型株 典型株 16S-rRNA ERICⅠ ERICⅡ 非典型株 典型株

1 - - - - + 3.0×10
3 21 - - - - + 4.0×10

1

2 - - - - - ＜10
1 22 - - - - + 2.0×10

1

3 + - + + + 5.0×10
3 23 - - - + + ＜10

1

4 - - - - - ＜10
1 24 - - - - + 1.0×10

1

5 + - + + + 8.0×10
3 25 + - + + + 6.0×10

3

6 - - - - - ＜10
1 26 - - - - - 1.5×10

2

7 - - - - - ＜10
1 27 - - - - - ＜10

1

8 - - - - - ＜10
1 28 - - - - - ＜10

1

9 - - - - + 7.0×10
3 29 - - - - - ＜10

1

10 + + + - + 3.0×10
3 30 - - - - + 3.0×10

1

11 - - - - - ＜10
1 31 - - - - + 3.0×10

1

12 - - - - - 4.0×10
2 32 - - - - - ＜10

1

13 + + + + + 2.0×10
2 33 + - + + + 6.0×10

1

14 + - + - - 3.0×10
1 34 + - + + + 2.0×10

3

15 - - - + + ＜10
1 35 + + - + + 5.0×10

3

16 - - - - - ＜10
1

17 - - - - - ＜10
1

18 - - - - - ＜10
1

19 - - - - - ＜10
1

20 + + - - + 6.0×10
1

一般細菌
（cfu/g）

P.larvae M.plutonius

PCR

検体 一般細菌
（cfu/g）

検体

PCR

P.larvae M.plutonius
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があった。一方、地域4は日本ミツバチ飼養農場や小規

模農場、定飼農場が占める割合が多い傾向にあった。 

3.腐蛆病菌の定量解析及びタイロシン耐性遺伝子検出 

1）qPCR では、35検体のうち10検体から P. lavae、18検体から M. plutonius の DNA が検出された。また、

P. larvaeは7.9cells/ml 以上、M. plutoniusは4.3cells/ml 以上で定量された（表6）。 

2）35 検体のうち9検体から ermB、11検体から ermCが検出された（表7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

今回広島県産ハチミツを調査した結果、cPCR において54％から腐蛆病菌DNAが検出され、本県においても既

報と同様に P. larvae：ERICⅠ・ERICⅡ、M. plutonius：典型株・非典型株全ての存在が確認された。 

一方、半数以上の検体から腐蛆病菌 DNA が検出されたものの、分離培養において腐蛆病菌は分離されなかっ

た。これは、静菌作用や抗菌活性を有するハチミツ中で腐蛆病菌は増殖せず、生菌として検出されなかったため

だと考えられた 18,19)。 

また、一般細菌は101～104cfu/g の範囲で分離された。上述のとおり、ハチミツは静菌作用や抗菌活性を有す

るものの、一定数の土壌や巣碑等に付着した環境性細菌が混入していると考えられている。そのため、乳児ボツ

リヌス症が懸念される 1 歳未満の乳児にはハチミツを与えないことが推奨されているが 17)、通常健康なヒトが

ハチミツを喫食しても感染リスクは極めて低いと考えられており、ハチミツ中の細菌数については、食品衛生

法や国際的な指標となる Codex 規格にも定められていない。今回も、既報 20,21)と同様に土壌や巣碑等に付着し

た環境性細菌等が検出されたものと考えられ、その菌量も既報 20,21)と同程度であり、安全面における懸念は認

められなかった。 

疫学調査の結果、大規模農場、県外転飼農場、西洋ミツバチ飼養農場由来のハチミツにおいて、腐蛆病菌DNA

陽性率が高い傾向にあった。この結果は、西洋ミツバチ飼養農場が多い大規模農場や転飼農場は、日本ミツバチ

飼養農場が多い小規模農場や定飼農場と比較して蜂群同士の接触機会が多く、感染が伝播しやすいことが要因

であると考えられた。また、今回県内を4地域に区分したが、地域により陽性率に傾向がみられ、地域1の陽性

表6：腐蛆病菌定量解析（qPCR）成績 表 7：タイロシン耐性遺伝子検出成績 

（単位：cells/ml） 
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率は78％と高く、地域4は 25％と低かった。陽性率が高い地域は低い地域より県外転飼が多い傾向にあり、さ

らに最も陽性率が高い地域 1 については沿岸部で農場密度が高いといった特徴がみられ、上述のとおり、県外

転飼が多い、あるいは農場密度が高い地域は蜂群同士の接触機会が多いため、陽性率に傾向がみられたものと

考えられた。このように、飼養状況や地域的な要因等によりミツバチ同士の接触機会が増すと、腐蛆病菌を保菌

しやすい可能性があると推察されたことから、本菌の汚染リスクを検討する際は、疫学的背景にも留意する必

要があると考えられた。 

以上の調査により、県内での腐蛆病菌の存在は確認されたが、当所が実施したcPCR における検出感度を明ら

かにし、本検査系の有用性を検討するため、追加検索として動物衛生研究部門においてqPCR を実施した。その

結果、71％から腐蛆病菌DNAが検出され、当所で実施したcPCR よりも高い陽性率であった。両者の成績を比較

すると、cPCR の検出限界は、P. larvaeは51.5cells/ml、M. plutoniusは149.4cells/ml であった。 

一般に、qPCR は cPCR と比較して感度が優れていると考えられており、本調査においても同様の傾向であっ

た。しかし、既報と同様にハチミツ1ml中に腐蛆病菌がおよそ100個前後存在すればcPCR でも検出可能である

ことから、cPCR は疾病リスクの評価に活用可能であると考えられた。さらにERIC 型別や、典型・非典型の型別

をマルチプレックスで同時検索が可能といったメリットがあることから、採材が容易なハチミツを供試するこ

とと併せて、cPCR により簡便にサーベイランスが可能であった。 

タイロシン耐性遺伝子は、既報 17)と同様に、本県においても ermB・ermCともに検出された。これらの遺伝子

と、qPCR における P. larvaeのDNA検出状況との関連を調査したところ、P. larvae陽性検体のうち10検体が

ermB・ermCいずれか陽性となり、8検体が、予防薬耐性化との関連が特に懸念される ermCを同時に保有してい 

ることが判明した（図2）。P. larvae は、ermC

を獲得するとタイロシンに対して耐性化すると

考えられている。タイラン水溶散を用法・用量

に従って適正に使用した場合、ハチミツに移行

したタイロシンの濃度は 1μg/ml 未満とされて

いるが、in vitro においてプラスミドベクター

により ermCを導入した P. larvae DTK384株は、

最小発育阻止濃度が 0.25μg/ml から 8μg/ml

に上昇したと報告されている 11)。そのため、ermC

を獲得した P. larvaeが存在する状況で予防薬

を使用すると、耐性菌を選択してしまうリスク

があると考えられている。 

今回、P. larvae及び ermCを保有するハチミツが確認されたものの、本調査結果のみでは、ハチミツ中の P. 

larvaeが ermCを保有しているのか、また、タイロシンに対して耐性化しているかを明らかにすることはできな

いため、直ちにリスクがあるとは言い切れない。しかしながら、上述のとおりタイロシン耐性化の潜在的なリス

クであると考えられることから、予防薬の使用には注意が必要と考えられた。 

 本県では、平成25年度以降腐蛆病は発生しておらず、農家・指導者ともに腐蛆病菌は身近に存在しないとい

う認識があり、発生予防には病原体の侵入防止に重点が置かれていた。しかし今回の結果から、実際には養蜂場

図2：ハチミツからの P. larvaeと ermB・ermCの検出状況 
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に腐蛆病菌は常在化している可能性を意識し、発症させないために日常の健康管理を徹底し、強勢群を維持す

ることが最重要であるということを関係者で共有する必要がある。また、わが国では蜜源の開花時期等に併せ

て全国各地にミツバチを移動させる転飼や、近年の趣味養蜂家の増加に伴うミツバチの広域な流通があり、こ

れらにより本県は様々な地域と疫学的な繋がりを有する。そのため、本病に限らずミツバチを取り巻く疾病対

策を検討する上では、全国的な動向にも注視する必要があると考えられた。 

現状、家畜保健衛生所において ermB・ermCの検査は困難であり、農家に対しては予防薬の適正使用といった

一般的な指導に留まっている。しかし、今後も菌分離、遺伝子型別、薬剤感受性試験等のデータの蓄積に努める

とともに、将来的にはハチミツを用いたより簡便な耐性遺伝子検出法の確立・実用化が期待される。そして、ハ

チミツを用いた各種検査を活用することで、農家が予防薬をより効果的に使用するための助言を行い、生産性

の向上に繋げていきたい。 
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短期肥育牛の血中銅及び亜鉛濃度の遡及的調査 
 

西部畜産事務所 1） 北部畜産事務所 2）  

〇渡久川兼誉 1) 青山嘉朗 2)  

 

はじめに 

 我が国における畜産業は、飼料や燃料の価格高騰を受け、肥育農家を取り巻く経営環境は厳しさを増してい

る。農林水産省は生産コストの低減を図るため、家畜改良増殖目標において、「肥育牛について一定の収支バラ

ンスが確保しうる段階で速やかに出荷するよう努めるものとする」と述べており、目標出荷月齢を26～28か月

齢と掲げているが、現在の平均出荷月齢は 29.5 か月齢である 1)。このような背景から畜産業界では従来と遜色

のない枝肉生産が可能な短期肥育技術が求められている。近年、慣行肥育（28か月齢～30か月齢出荷）した黒

毛和種去勢牛へ15か月齢以降の亜鉛給与が、枝肉重量の増加につながるという報告がある 2）。 

 今回、短期肥育（24 か月齢出荷）の黒毛和種去勢牛において、血中の銅及び亜鉛濃度を含む血液性状を経時

的に測定し、その結果を枝肉成績と比較することで一定の知見が得られたので、その概要を報告する。 

 

材料及び方法 

 広島県内 10 農場の黒毛和種去勢牛を 1期目（平成 30年 10 月～令和元年 11月、20 頭）、2期目（令和元年 5

月～令和2年 6月、16頭）及び3期目（令和3年 7月～令和4年 7月、36頭）に分け、次の調査を実施した（計

72頭、平均出荷月齢23.4 か月齢）。 

1.調査牛の枝肉成績と県及び全国平均との比較 

 公益社団法人日本食肉格付け協会による格付けデータを基に、調査牛と広島県及び全国の枝肉成績の比較を

行った。MUFA は第 6-7 肋骨間切開面の筋間脂肪部を食肉脂質測定装置（S-7040、株式会社相馬化学）で測定さ

れた推定値を用いた。 

2.調査牛の各肥育ステージにおける血液性状の測定 

生後、9、12、15、18、21か月齢で頚静脈より血清分離用真空採血管を用いて血液を採取した。採取した血液

は遮光下で 2～3 時間静置した後、3,000rpm で 10 分間遠心分離した。得られた血清について、次の項目を測定

した。 

1）血中の銅（Cu）及び亜鉛（Zn）濃度 

既存の方法 3)で除タンパクした血清を、ICP 質量分析計（ICPE-9820、株式会社島津製作所）で測定した。 

2）総コレステロール（T-Cho）、尿素態窒素（BUN）、アスパラギン酸アミノトランスフェラーゼ（GOT） 

生化学自動分析装置（富士ドライケム7000V、富士フイルム株式会社）で測定した。 

3）ビタミンA（VA）濃度 

   高速液体クロマトグラフィー（EXTREMA LC-4000 シリーズ、日本分光株式会社）で測定した 4）。 

3.調査牛の枝肉重量と各肥育ステージにおける血液性状の比較 

 調査牛の枝肉重量を平均以上（444.2kg 以上、36頭）と平均未満（444.2kg 未満、36頭）の2群に分離し、各

肥育ステージにおける血液性状と比較した。 
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4.調査牛の牛脂肪交雑基準（BMS）と各肥育ステージにおける血液性状の比較 

 調査牛の BMSを 8-12（29頭）、5-7（37頭）、3-4（6頭）の3群に分離し、各肥育ステージにおける血液性状

と比較した。 

5.調査牛の一価不飽和脂肪酸（MUFA）と各肥育ステージにおける血液性状の比較 

 調査牛の MUFA を平均以上（54.7%以上、39頭）、平均未満（54.7%未満、33頭）の2群に分離し、各肥育ステ

ージにおける血液性状と比較した。 

6.調査牛の枝肉成績（枝肉重量、BMS、MUFA）と各血液性状との相関関係 

 各肥育ステージ（9、12、15、18 及び 21 か月齢時）の血液性状と枝肉成績の比較にはスピアマンの順位相関

係数の検定を行った。相関係数の絶対値が0.2以上を相関関係あり、有意水準5％未満（p<0.05）を有意差あり、

とした。 

7.各血液性状が枝肉成績に及ぼす影響 

 各血液性状が枝肉成績に及ぼす影響度合いの評価するために重回帰分析を行った。各肥育ステージの血液性

状を説明変数、各枝肉成績を目的変数とし、T値及び影響割合（寄与率）を求めた。T値の絶対値が2以上を他

の説明変数と比べ目的変数に対し影響度合いが強く、有意水準5％未満（p<0.05）を有意差あり、とした。 

 

結果 

1.調査牛の枝肉成績と県及び全国平均との比較 

 調査牛の枝肉成績の平均値は、枝肉重量444.2kg、ロース芯面積61.8cm2、バラの厚さ7.3cm、皮下脂肪の厚さ

2.5cm、歩留基準値74.6%、BMS7.3、MUFA 含量 54.7%であった（表1）。県や全国平均と比べ調査牛の枝肉重量は

小さいが、皮下脂肪厚や歩留基準値は差がみられなかった。また、MUFA はまだ一般的に評価されていないため、

県や全国平均は確認できなかった。 

表 1.調査牛の枝肉成績と県内及び全国の枝肉成績 

 

 

 

 

 

※公益社団法人日本食肉格付協会に

よる 2023 年 7 月～9 月格付データよ

り抜粋 

2.調査牛の各肥育ステージにおける血液性状の測定 

 肥育ステージごとの血液性状を図 1 に示した。銅は 18 か月齢で低下、亜鉛は 15 か月齢でピークに達した。

T-Cho は 15 か月齢をピークに大きな変動はなかった。BUNは概ね12から 15mg/dl の間で推移、GOTは 18か月で

ピークに達した一方、VAは減少した。 

項目 調査牛の平均 県平均
※

全国平均
※

枝肉重量（kg） 444.2 508.9 512.9

ロース芯面積（cm
2
） 61.8 69.9 69.0

バラ厚（cm） 7.3 8.1 8.4

皮下脂肪厚（cm） 2.5 2.4 2.3

歩留基準値（%） 74.6 75.4 75.5

BMS 7.3 8.7 8.7

MUFA含量（%） 54.7 - -
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図1.各肥育ステージにおける血液性状 

3.調査牛の枝肉重量と各肥育ステージにおける血液性状の比較 

 枝肉重量を平均以上と平均未満の 2 群に分離した肥育ステージごとの各血液性状の推移を図 2 に示した。銅

及び VA は概ね枝肉重量に関わらず同様の傾向を示しているが、亜鉛、T-Cho 及び BUN は枝肉重量が平均以上の

群で高い傾向だった。 

図 2.枝肉重量別の各肥育ステージにおける血液性状 

4.調査牛の BMSと各肥育ステージにおける血液性状の比較 

  BMS を 8-12、5-7、3-4 の 3 群に分離した肥育ステージごとの各血液性状の推移を図 3 に示した。BMS の高い

群において銅、亜鉛及びVAは低い傾向を、T-Cho や BUN は高い傾向を示した。 
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図3.BMS 別の各肥育ステージにおける血液性状 

5.調査牛の MUFA と各肥育ステージにおける血液性状の比較 

 MUFA を 54.7%以上と 54.7%未満の 2群に分離した肥育ステージごとの各血液性状の推移を図4に示した。MUFA

の高い群では銅やBUN は比較的高い傾向を、亜鉛やGOTは低い高い傾向を示した。 

図 4.MUFA 別の各肥育ステージにおける血液性状 

6.調査牛の枝肉成績と各血液性状との相関関係 

 枝肉成績と、肥育ステージごとの血液成分の相関関係について分析した（表2）。銅はMUFA に対し有意な正の

相関（21か月齢）、亜鉛は枝肉重量に対し有意な正の相関（12か月齢）、T-Cho は枝肉重量（12、18、21 か月齢）、

BMS（21 か月齢）及び MUFA（12 か月齢）に対し有意な正の相関、BUN は枝肉重量（12 か月齢）、BMS（18 か月）

に対し有意な正の相関、VA は BMS（12、15、18 か月齢）、MUFA（15 か月齢）に対し有意な負の相関が認められ

た。 
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表2.枝肉成績と各血液性状との相関関係 

黄色セル：正の相関  緑セル：負の相関  ※：P<0.05 

7.各血液性状が枝肉成績に及ぼす影響 

 枝肉成績に対する血液性状の影響度合いを評価するために、重回帰分析を行った。枝肉重量に対しては、BUN

（12か月齢）、T-Cho（18、21か月齢）、GOT（21 か月齢）が有意な影響が認められた（表3）。BMS に対しては亜

鉛（18か月齢）、T-Cho（9、12、15、21か月齢）、BUN（18か月齢）、VA（12、15か月齢）が有意な影響が認めら

れた（表4）。MUFA に対しては、銅（12、21 か月齢）、VA（15 か月齢）が有意な影響が認められた（表5）。 

表 3.各血液性状が枝肉重量の決定に及ぼす影響 

黄色セル：正 ※：P<0.05 

表 4.各血液性状がBMS の決定に及ぼす影響 

黄色セル：正 緑色セル：負 ※：P<0.05 

表 5.各血液性状がMUFA の決定に及ぼす影響 

黄色セル：正 緑色セル：負 ※：P<0.05 

 

T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%）

Cu -1.29 18.9 -0.33 4.1 -0.62 15.7 -0.48 8.70 -1.34 16.4

Zn -1.17 17.1 1.69 20.6 -0.38 9.50 0.93 16.6 1.46 17.8

T-Cho 0.72 10.4 1.82 22.2 1.58 40.2 2.87※ 51.6 3.20※ 38.9

BUN 1.92 28.1 2.07※ 25.2 0.37 9.40 0.01 0.20 -0.08 0.90

GOT 0.42 6.10 -1.38 16.8 0.43 10.8 0.83 14.8 2.01※ 24.5

VA -1.33 19.4 -0.91 11.1 -0.57 14.4 -0.45 8.10 -0.13 1.50

18か月齢 21か月齢12か月齢 15か月齢9か月齢

T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%）

Cu -0.41 6.7 -1.52 16.9 -0.96 9.80 0.65 6.50 0.52 8.20

Zn -1.23 20.1 -1.02 11.4 -0.83 8.50 -2.29※ 22.9 -1.09 17.0

T-Cho 2.37※ 38.5 2.26※ 25.1 2.33※ 23.8 1.91 19.0 2.05※ 32.0

BUN -0.05 0.80 -0.01 0.10 1.61 16.5 2.69※ 26.8 0.98 15.3

GOT -0.78 12.6 -0.92 10.2 1.15 11.8 0.51 5.10 0.85 13.2

VA -1.31 21.3 -3.28※ 36.4 -2.90※ 29.7 -1.99 19.8 -0.91 14.3

9か月齢 12か月齢 15か月齢 18か月齢 21か月齢

月齢 枝肉重量 BMS MUFA 枝肉重量 BMS MUFA 枝肉重量 BMS MUFA
9 -0.13 -0.01 0.06 -0.09 -0.21 -0.13 0.23 0.19 0.19
12 -0.03 -0.08 0.15 0.24※ -0.09 0.10 0.42※ 0.19 0.25※
15 -0.10 -0.18 -0.05 -0.01 -0.15 -0.22 0.22 0.13 0.10
18 -0.05 -0.06 -0.01 0.11 -0.20 0.01 0.34※ 0.20 0.14
21 -0.01 -0.01 0.29※ 0.20 -0.11 -0.15 0.34※ 0.23※ 0.18

月齢 枝肉重量 BMS MUFA 枝肉重量 BMS MUFA 枝肉重量 BMS MUFA
9 0.16 -0.03 -0.03 0.03 -0.15 0.17 -0.09 -0.22 0.08
12 0.36※ 0.06 0.14 -0.04 -0.15 0.15 -0.03 -0.33※ -0.14
15 0.10 0.22 0.15 -0.12 -0.07 -0.16 -0.09 -0.30※ -0.24※
18 0.12 0.28※ 0.16 0.23 0.06 0.04 -0.06 -0.27※ 0.03
21 0.02 0.08 -0.08 0.16 0.02 -0.02 0.03 -0.10 -0.12

Cu Zn T-Cho

BUN GOT VA

T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%） T値 寄与率（%）

Cu 0.84 14.5 2.26※ 27.0 1.98 21.5 0.86 18.5 2.58※ 40.7

Zn -0.47 8.20 0.51 6.00 -1.10 11.9 -0.08 1.70 -0.17 2.70

T-Cho 1.75 30.2 1.53 18.3 0.78 8.50 1.00 21.5 1.24 19.5

BUN -0.56 9.60 1.42 17.0 1.39 15.1 0.76 16.4 0.07 1.10

GOT 1.06 18.2 1.73 20.7 -1.68 18.3 -0.84 18.2 -0.53 8.30

VA 1.12 19.3 -0.92 11.0 -2.28※ 24.8 -1.10 23.7 -1.75 27.5

9か月齢 12か月齢 15か月齢 18か月齢 21か月齢
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まとめ及び考察 

 生体において銅は触媒機能や造血機能、亜鉛は蛋白質等の代謝に関与し必須成分である。牛では、亜鉛は慣行

肥育牛への給与が枝肉重量やBMS等枝肉成績の向上につながったとの報告がある 2)。また、銅の給与は発育およ

び枝肉成績には影響が無かった 5)等の報告がある。今回、短期肥育牛の血中銅及び亜鉛濃度と枝肉成績との関係

を比較した。 

まず、今回供試した調査牛の枝肉成績において、枝肉重量は県平均や全国平均より小さかった（表 1）。これ

は調査牛の平均出荷月齢が23.4 か月齢であるのに対し、県平均や全国平均は慣行肥育が大半を占めるためと推

察された。一方、バラ厚、皮下脂肪厚及び歩留基準値は慣行肥育と比べ同程度であった。 

 枝肉成績に対する血中銅及び亜鉛濃度との相関関係、影響度合いを表6にまとめた。12か月齢の亜鉛は枝肉

重量に対し有意な正の相関を示した。これは枝肉重量が平均以上の群において血中亜鉛濃度が高いことと一致

した（図2）。18か月齢の亜鉛はBMS に対し負の影響を示した。これはBMSが高い群において血中亜鉛濃度が

低いことと一致した（図3）。銅は MUFA に対し 21か月齢において有意な正の相関、12及び 21か月齢において

正の影響を示した。これはMUFA の平均以上の群では血中銅濃度が高いことと一致した（図4）。これらのこと

から12か月齢以降の血中の銅及び亜鉛濃度が枝肉成績に影響する可能性が示唆された。 

表 6.銅及び亜鉛と各枝肉成績との関係 

 

 

 

 

 

黄色セル：正 緑色セル：負 

 海外において、アンガス去勢牛への銅給与が不飽和脂肪酸の増加につながるという報告がある6)。今回の調査

において、黒毛和種去勢牛も同様に血中銅濃度を高くすることがMUFAに対して有用と示唆された。また、亜鉛に

ついては枝肉重量と正の相関が認められ、血中亜鉛濃度を高くすることが有用と示唆された一方で、18か月齢

ではBMSに対し強い負の影響を示した。飼料への亜鉛添加量の増加は、血中ビタミンA濃度が高まるとの報告が

ある7)。亜鉛が負の影響を示したのは、18か月齢でのVA濃度が最も低値であったためと考えられた。 

 今回の調査において、慣行肥育と同様に短期肥育でも亜鉛の給与が枝肉重量の増体と関与する可能性が考え

られた。さらに亜鉛は枝肉重量だけでなく BMS、銅は MUFA に関与する可能性が認められ、これらの血中濃度を

コントロールすることで枝肉成績が向上することが示唆された。しかし、本調査は遡及的であり、検体数や飼養

環境及び飼料情報が不十分であるため、検体数を増やし、飼養状況をそろえる等の積極的な介入研究、飼料への

銅や亜鉛の給与量や給与時期、適切な血中濃度の検討が必要である。また黒毛和種去勢牛へのコバルト給与に

より飼料摂取量と増体量が増加したとの報告がある 8)ことから、銅や亜鉛と他微量ミネラルとの関係の検討も

課題である。 

今後は、今回の調査結果の分析及び挙がった課題を解決し、本県における短期肥育での枝肉成績向上につな

げたいと考える。 

 

月齢

有意な相関 強い影響 有意な相関 強い影響 有意な相関 強い影響

枝肉重量 Zn

BMS Zn

MUFA Cu Cu Cu

12 18 21
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重大な動物感染症発生時に備えた埋却準備への取り組み 

 

                                   北部畜産事務所 

○鍵本沙也 部屋智子 

 

はじめに 

 埋却等の事前準備は、重大な動物感染症発生時において迅速な防疫措置を行うため重要である。本県では、

令和2年度から令和4年度までの3年間で8例の高病原性鳥インフルエンザ（以下HPAI）が発生し、殺処分家

きんの処理作業において、令和2年度のHPAI 県内初発事例では焼却の長期化、令和4年度の管内発生事例で

は埋却の長期化という課題が生じた。また、令和3年度以降、野生イノシシの豚熱感染が県内で拡大してお

り、豚飼養農場でも豚熱発生に備えた埋却準備が課題となっている。 

こうした状況の中、HPAI 発生事例の課題を踏まえ、令和3～5年度に重大な動物感染症発生時に備えた埋却

準備に取り組んだので、その概要を報告する（図1）。 

 

 

埋却計画の見直し 

1.殺処分家きんの処理方法の変更 

広島県では、令和2年度まで殺処分家きんの主た

る処理方法を焼却処分としており、令和2年度の県

内初発事例の際に、3市の一般焼却施設において焼却

処理を行った。しかし、1日の運搬及び処分可能数が

限られており、殺処分家きんの焼却処理に53日と長

期間を要した。そのため、令和3年度から殺処分家

きんの処理方法を、埋却を主体に検討するよう変更

した。その結果、令和3年度以降の発生においては

埋却処理を行い、30万羽未満の発生事例では、処理

表1 処分鶏等の処理日数 

図 1 取組の概要 
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に数を10日以内に短縮することができた。一方で、令和4年度の5例目は、①大規模農場での発生、②埋却

地における湧水発生のため埋却溝から盛土方式に埋却地構造を変更、③降雪による地盤の軟弱化等の理由によ

り、埋却処理に53日と長期間を要した（表1）。 

 

2.埋却に関する基本計算表の作成 

 令和 3年度に主たる処理方法を埋却に変更したため、各農場の埋却地の必要面積について見直しを行った。

また、重大な動物感染症発生時に備えた防疫シミュレーション（以下、対応計画）において埋却に関する統一

した資料が作成できていなかったため、令和3年度に統一様式の基本計算表をエクセルファイルで作成した。

基本計算表で使用する計算式は、国内での鳥インフルエンザ発生時に汚染物品等を埋却した他県事例等を参考

に課内で検討、設定した。これにより、飼養羽数及び残存飼料量の情報の入力だけで、鶏糞、鶏卵、飼料及び

殺処分家きんを含めた汚染物品量、必要となるフレコンバック数及び埋却溝総延長を自動で算出できるように

した（図2）。 

また、令和5年度に、令和4年度の埋却実績を参考にして再検討し、埋却溝に投入するフレコンバッグの最

大積上げ段数を4段までとした。これを基に、基本計算表を3段の場合と4段の場合において、それぞれの総

延長を算出できるよう改良した（図3）。 

 

 

 

 

図3 埋却溝への投入段数の変更 図 2 基本計算表 
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現地調査 

1.建設業者との現地調査 

令和3年度に管内の大規模家きん4農場を対象に、農場責任者、農場統括担当者及び常日頃から施設管理等

のために農場へ出入りする建設業者を参集し、①HPAI 概要、②埋却作業内容、③埋却作業委託の流れ、④埋却

溝の設計案、⑤建設業者への協力要請の流れ、⑥各農場の埋却試算を議題とした検討会を開催した。当該4農

場は、長らく埋却地未確保であったが、令和2年度のHPAI 県内初発生をきっかけに埋却候補地を確保、当所

が埋却溝の掘削場所等の案を作成した。しかし、検討会での議論により、うち1農場で埋却地を鶏舎間と設定

することについて、建設業者から重機の侵入が困難であると指摘があり、埋却地を農場近隣の雑種地に変更し

た。この検討会で、農場の埋却地確保への意識付け、建設業者の埋却作業への理解醸成を深める事が出来た。 

また、同検討会の出席者により実際の埋却地の現地調査を行い、検討会での意見を基に、次の内容について

確認を行った。⑦道路状況、⑧農場の見解、⑨建設業者

の懸念点を調査した（図4）。農場からは、死亡家きんを

入れたフレコンバッグの保管方法、鶏糞等の汚染物品の

処理方法、農場側で対応可能な作業等について提案があ

った。また、建設業者からは、地形に合わせた埋却溝の

向き、作業スピード、県が用意する重機の仕分け、県・

農場・建設業者の役割分担の明確化等の提案があった。 

現地調査の結果、1農場において使用できる埋却地の面

積が想定以上に確保でき、十分な面積があることが分か

った。 

 

 

2.県関係機関との現地調査 

 令和 2～4年度の防疫対応の経験から、実際の埋却作業を進めるにあたり、土木関係の知識に精通した部署

と連携してあたる必要があることが判明し、事前に関係機関と情報共有及び事前調整を行うこととした。令和

5年度に家きん4農場、豚1農場を対象に、北部農林水産事務所農村整備第一課及び第二課と連携して現地調

査を行うとともに、ドローンを用いて、上空から埋却地の状態及び周辺環境を確認した（図5）。調査後、農村

整備第一課・第二課が地形に合わせた埋却溝の設計を行い、地積測量図と合わせた埋却地図面案を作成した

（図6）。 

 

 

 

 

 

 

 

図4 現地調査 

図 5 上空写真 図 6埋却地図面 
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試掘調査 

1.埋却に関する防疫演習（令和4年度） 

一般社団法人広島県畜産協会の家畜防疫・衛生指導対策事業を活用して、養鶏及び養豚関係者、建設業者、

畜産協会、市及び県関係機関を参集し、同年に現地調査を行った大規模家きん4農場のうち1農場を対象に、

試掘調査及び地域防疫演習を行った（図7）。当該農場の試掘調査の結果では、湧水、掘削困難な地層等の課題

は確認されなかった。防疫演習には、養鶏関係者に加え、大規模養豚農場への参加を促し、埋却地確保の必要

性を啓発することが出来た。 

 

 

2.実際の埋却作業における課題の解消に向けた取り組み（令和5年度） 

 (1) 状況の確認のための調査 

令和 4年度の管内HPAI 発生事例において、大規模家きん農場での埋却作業を想定どおりに進めることが

出来なかった反省から、実際の埋却作業で課題となった項目について、優先度の高い大規模家きん等6農

場、豚2農場に対し照会し、併せて、土地の所有者及び境界線を明らかにするための公図を提出するよう依

頼した。調査項目は、①所有者及び地目、②造成の必要性、③水みちの状況、④作業道の有無、⑤周囲住民

への説明の有無、⑥農場従業員の重機免許保有状況、⑦農場関連建設業者の有無についてで、調査の結果、

埋却地の造成が必要な農場は４農場あり、水みち状況の把握及び周囲住民への説明を実施している農場は無

いことが判明した（図8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図8 埋却課題調査 

図7 地域防疫演習 
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(2)試掘調査 

令和 5年度に行った実際の埋却作業における課題    

の調査と併せて、北部農林水産事務所農村整備第   

一課及び第二課と連携し、家きん3農場、豚1農場   

で試掘調査を行った。その結果、埋却地の一部に 

湧水、岩等で試掘困難な地層が確認された他、課題 

照会時では作業道確保済みであった農場でも、埋却 

地への進入路が狭く大型重機の進入が困難である 

事や埋却地境界線が不明瞭である事が明らかになり

（表2）、これらの課題を農場に対し通知し、共有し  

た。今後、農場と協力し、課題の解決に向けた検 

討を行っていく予定である。 

 

まとめ 

 重大な動物感染症発生時の防疫措置を迅速に行うためには、事前の埋却地確保及び埋却計画が重要である。

埋却作業が滞ると、莫大な費用及び労力が掛かる上、農場においても、経営再開までの期間が延びることで経

済的な損失が生じる。 

令和 2年度の県内初のHPAI 発生からこれまでの事例で直面した課題を積上げ、処分家きん等の処理方法を

変更、埋却計画を作成、現地調査及び試掘調査を実施したことにより、より実用性の高い埋却地の確保に近づ

いた。取組後の埋却地確保状況は、家きんでは5から 9農場に増加し、豚では4農場全てで確保されている。

しかし、確保済み農場のうち、家きん4農場、豚3農場において、課題が確認されたままとなっており（表

3）、課題としては、湧水、岩等で試掘困難な地層、土

地の境界が不明瞭、整地困難な山林、保安林、急傾斜

地等が挙げられる。 

埋却準備は迅速な防疫措置に重要だが、農場のみで

取り組むには技術的・資金的課題がある。そのため、所

として引き続き、関係者と協力し、農場の支援に継続し

て取り組んでいくつもりである。 

  

表3 取り組み前後の課題認識数 

表 2 試掘調査結
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CASA を活用した凍結精液の品質評価モデルの構築 

 

県立総合技術研究所畜産技術センター 

○森政賢二 佐藤伸哉 

 

はじめに 

 和牛の凍結精液を用いた人工授精による受胎率や体外受精の胚発生率は、精液ロットによって異なり、その

要因の一つとして精子の運動性が影響していると考えられている。精子の運動性については従来、目視による

評価を行っていたが、近年画像から精子の運動性を客観的に評価できるシステム（CASA）が開発された。 

一方、近年、「機械学習」手法を用いて大量のデータについて人工知能（AI）等を用いて分析し、その結果

から学習して、アルゴリズムを構築し判断や予測に活用する取組が様々な分野で広がっている。畜産分野にお

いても同様に活用の有効性が確認され始めている。 

そこで今回、CASA を活用して得た大量の精子の運動性データについて、AIを用いた機械学習を行い精液の

人工授精受胎率と体外受精胚発生率を予測する評価モデルの構築と検証を行った。 

 

材料と方法 

1. 供試精液 

  広島県有種雄牛の1歳～3歳の若齢牛13頭 21ロットと5歳以上の成熟牛1頭 3ロットの凍結精液 

2. 運動性解析機器 

  京都大学付属農場開発のCASA（Computer-Assisted Sperm Analysis）システム 

3. 方法 

1）精子濃度の測定及び精子運動性解析 

精子濃度は、広島県有種雄牛の凍結精液を融解後に3％食塩水で 200倍に希釈し、セルカウンターを用い

て顕微鏡下で精子数をカウントして計測した。 

また、精子運動性解析は、凍結精液を融解後に精子濃度を5千万個/mlに調整し、6回/ロットの精子の動

画を撮影した。取得した動画をCASA で解析し、VCL（曲線速度）、VAP（移動平均速度）、VSL（直線距離）な

どの精子運動性項目14項目のデータを取得した。 

2）人工授精受胎率の調査 

県内の繁殖農家で15回以上人工授精に用いられた精液ロットについて、人工授精頭数と１発情周期におけ

る受胎状況を協力農家へ聞き取りした。 

3）体外受精胚発生率の調査 

体外受精の供試卵は、食肉処理場（黒毛和種または肉用交雑種）由来の卵丘細胞-卵子複合体（COC）を用

いた。COCを 22 時間体外成熟培養後、体外受精に供した。精子は、凍結精液を38℃の温水で 15秒間加温融

解後、精子洗浄液に希釈し洗浄した。遠心分離後、精子を回収して媒精に用いた。媒精5～6時間後にピペッ

ティングにより卵丘細胞を完全に除去し、発生培地に移して8日間培養した。発生培地は当センターの慣行

培地である改変SOF（SOF 区）を用い、胚盤胞発生率を調査した。 
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4）凍結精液品質評価モデルの構築と精度検証 

1)～3)の方法でデータを取得した13種雄牛 21ロット（胚発生率は11種雄牛 17ロット）を用いて得られ

た精子濃度、14項目の精子運動性評価データ、人工授精受胎率及び体外受精胚発生率を機械学習データとし

て用いた。市販の機械学習ソフト「RapidMiner9」の機械学習手法の一つである「ランダムフォレスト」を用

いて、精子濃度及び精子運動性評価項目14項目から人工授精受胎率及び体外受精胚発生率を予測するモデル

を構築した。 

構築したモデルの精度検証を行うために、今回のモデル作成に用いなかった1種雄牛3ロットの取得デー

タについて、予測を行い予測値と実測値との比較を行った。 

 

成績 

1． 取得データ 

今回取得したデータについて、平均精子濃度は、9千万±3千万個/ml であった。 

精子運動性項目の主要な3項目の平均値については、VCLが 133.9±13.0μｍ/s、VAP が 61.4±6.3、VSL

が 44.7±6.4 であり、個体間にバラつきが確認された。また、人工授精の平均受胎率は、43.9±12.3%、体外

受精後の平均胚盤胞発生率は、33.6±13.1%であった。 

表１ 調査項目の平均値、最大値及び最小値 

項目 平均±S.D 最大 最小 

精子濃度（億個/ｍｌ） 0.94±0.32 1.45 0.39 

VCL（μｍ/s） 133.91±13.04 160.35 108.98 

VAP（μｍ/s） 61.40±6.28 73.90 48.42 

VSL（μｍ/s） 44.72±6.45 56.30 32.75 

BCF(Hz) 7.66±0.93 9.58 5.5 

LIN 0.35±0.04 0.42 0.23 

WOB 0.47±0.03 0.52 0.42 

STR 0.78±0.07 0.87 0.55 

ALH（μｍ/s） 1.78±0.25 2.28 1.47 

angle 64.51±13.53 110.75 48.43 

diameter 49.01±6.27 58.67 36.76 

D 1.33±0.05 1.48 1.26 

Motility 0.18±0.04 0.24 0.08 

Prog_Rate 0.11±0.03 0.15 0.03 

Ciｒcle_Rate 0.05±0.01 0.09 0.01 

受胎率（％） 43.87±12.31 70.40 25.00 

胚発生率（％） 33.62±13.12 53.12 0.00 
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2. 人工授精受胎率予測モデル 

予測モデルでの予測値と実測値との比較について、学習データでは、実測値の平均が45.1±12.5%、予測

値の平均が45.2±9.8%であり、誤差の平均は2.6±2.4%であった。検証に用いた未知のデータでは、実測

値の平均が35.5±8.5%、予測値の平均が42.2±2.4%、誤差の平均は7.5±9.3%であり、未知のデータに対

しての予測は、学習に用いたデータより誤差が大きくなった。 

 

 

3. 体外受精胚発生率予測モデル 

予測モデルでの予測値と実測値との比較について、学習データでは、実測値の平均が34.9±13.5%、 

予測値の平均が34.5±10.9%であり、誤差の平均は2.4±2.3%であった。検証に用いた未知のデータで

は、実測値の平均が26.4±8.7%、予測値の平均が34.6±1.7%、誤差の平均は8.3±7.1%であり、未知の

データに対しての予測は、学習に用いたデータより誤差が大きくなった。 

 

 

 

 

図１ 学習データの人工授精受胎率予測結果 
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図２ 未知のデータの人工授精受胎率予測結果 
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図３ 学習データの体外受精胚発生率予測結果 
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図４ 未知のデータの体外受精胚発生率予測結果 
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考察とまとめ 

 今回取得した県有種雄牛の精子運動性項目の解析成績について、いずれの項目も精子運動性は種雄牛間で差

が認められ、同一種雄牛でも採取ロット間でバラつきが見られた。その原因については、飼養管理や採取間

隔、採取時期などが影響することが報告されており 1)、今後はこれらの影響を検証し、バラつきを少なくする

生産体制を構築する必要がある。 

また、精子運動性成績と人工授精受胎率や体外受精胚発生率との関係を比較した場合、精子運動性項目の値

が高い精液ロットが受胎率や胚発生率が低くなるロットが多く、運動性の高さと受胎率や胚発生率間の相関は

確認できなかった。永田らは、CASA で測定できる精子運動性項目を複数組み合わせて精子の軌道を分析した場

合、直線的な運動性の精子が多い精液より蛇行する精子が多い精液の受胎性が高いことを報告している 2)。そ

のため、精子運動性項目による直接的な評価ではなく、複数の項目を組み合わせて、精子の軌道を分析し、精

液の受胎性を評価する手法を検討する必要がある。 

構築した予測モデルは、モデル構築に用いた学習データのロットにおいては、受胎性、胚発生能を高精度で

予測できたことから、精子運動性評価により人工授精受胎率や体外受精胚発生率を予測できる可能性があると

考えられた。一方で、検証に用いた未知のデータに対しては、予測精度が低かった。原因として、モデル構築

に用いたデータ数が少ないことに加え、データ数に対して予測に用いる説明変数の項目が多かったことなどが

影響して、過学習（特定のデータにしか精度の高い予測ができない）の状態になっていたことが考えられる。

人工授精受胎率や体外受精胚発生率の予測モデルの精度向上には、更なるデータの蓄積や解析に用いる精子運

動性項目の絞り込み等を検討する必要があると思われる。 

また、今回構築した予測モデルにおいて、説明変数として用いた15項目のうち予測に最も大きな影響を与

えたのは、精子濃度であったことから、凍結精液の品質の向上には最適な精子濃度の凍結精液の作成が有効で

あることが示唆された。今回構築した予測モデルは精子濃度の影響が大きいモデルとなったことで、精子運動

性項目が凍結精液の品質に与える影響を評価できないモデルになった可能性が考えられたため、今後は、精子

濃度が一定の凍結精液ロットについてデータを取得し、精子濃度の影響を排除した予測モデルの構築が必要で

あると考えられた。 

 

参考文献 

1) 一般社団法人 日本家畜人工授精師協会：家畜人工授精師講習会テキスト（2017） 

2) 永田マリアポーシャ、山下健一：家畜繁殖用精液の改良技術開発、シンセシオロジー,12(2),75-83(2019). 
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拡張型心筋症が疑われた子牛の一症例 
 

〇網屋果琳¹⁾ 市場聖治¹⁾ 堀香織²⁾ 瀧奥健吾¹⁾ 伊集院潔¹⁾ 

1）広島県農業共済組合 府中家畜診療所 2）麻布大学 産業動物内科学研究室 

 

はじめに 

 心筋症は、心臓機能障害を伴う心筋疾患と定義され、心室が拡張して収縮不全に陥る拡張型心筋症、心筋が

肥大化して拡張不全に陥る肥大型心筋症、心筋の一部が線維化などを起こし機能不全に陥る拘束型心筋症に分

類される。牛の心筋症は拡張型心筋症が一般的である。血液を全身に送り出す力が弱くなり、発症すると活

力、食欲の低下、廃絶、乳量減少などの症状と、浮腫や頸静脈怒張、不整脈、頻脈といったうっ血性心不全徴

候を呈すとされている 1),2)。 

本症の発生原因は大きく遺伝性と特発性に分類される。遺伝性は6ヵ月齢迄に斃死することが多い。ホルス

タイン種では赤毛と連鎖し、遺伝的閉鎖集団で発症率が3～5％になると報告されている。特発性の心筋症は2

～4歳齢で発見されることが多く、ビタミンEやセレンの欠乏が原因として考えられており、分娩後の身体的

に負荷が大きい時に発症することが多い。ヒトの拡張型心筋症では長期の頻脈、細菌・ウイルスなど感染症、

トキソプラズマ症、有機溶媒への暴露が原因として挙げられている 3)。しかし、本症の詳細な原因は依然とし

て不明であり、発症には遺伝性、特発性の原因が複合的に関与していることが考えられる。 

本症例の診断方法は臨床症状や血液検査に加え、超音波検査、レントゲン検査が有用である。超音波検査に

より拡張した心腔、菲薄化した心筋を確認でき、レントゲン検査で肥大化した心臓を確認することが可能であ

る。治療法は、心臓の負荷軽減のため利尿剤の投与、胸水、腹水の抜去など対症療法があるが、発症すると完

治することはなく、産業動物では予後不良で廃用となることが多い。予防法としては、同一系統の後継牛を残

さないことや、ミネラル、ビタミンなどの飼養管理をすることが挙げられる。 

今回、当診療所管内の農家で5ヵ月齢の交雑種が重度のうっ血性心不全症状を呈し、初診から20日後に死

亡した。解剖して心臓を精査した結果、拡張型心筋症が疑われたため、症状の経過や解剖所見について報告す

る。 

 

方法 

1.臨床症状 

2.血液検査、血液生化学的検査 

3.解剖検査 

現場で解剖した後、心臓を10％ホルマリンに浸漬して固定し、後日精査した。 

 

成績 

1.臨床症状 

2023 年 7月 22日生まれ、8月 26日に当該農家へ導入。交雑種、雌、既往歴なし。管内の哺育・育成農家で飼

養されており、飼養頭数は計45頭、子牛を1ヵ月齢で導入し1カ月間ほど個別飼育、その後パドックにて6ヵ
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月齢ごろまで育成している。 

第一病日、体温40℃で食欲不振になり、畜主により抗菌薬が投与されたが症状が改善せず、第5病日に初

診。初診時呼吸速迫、肺音粗励であり、抗菌薬と消炎剤で治療した。この時点で徐脈を呈していた。第6病

日、起立不能に陥り苦悶していると診療依頼。診療の際は起立可能であったが活力廃絶状態であり、両側の頸

静脈の怒張が見られた。輸液と抗菌薬にて治療した。第9病日、食欲は変わらず、心拍数30回/分の重度の徐

脈を呈し、心雑音聴取、伏臥時間の延長が見られた。創傷性心内膜炎を疑い血液検査を実施。その後も治療を

継続したが、衰弱進行、第22病日には起立不能で胸垂に浮腫が見られた。第24病日に死亡し、解剖を実施し

た 

2.血液検査（第9病日） 

表 1：血液検査結果 

項目 数値 単位 項目 数値 単位 

WBC 53.0 ×10²/µL TP 5.80 g/dL 

NEUT 32.8 ×10²/µL Alb 2.66 g/dL 

LYMPH 14.1 ×10²/µL A/G 0.85  

MONO 4.30 ×10²/µL BUN 18.0 mg/dL 

EO 1.50 ×10²/µL T-cho 76.0 mg/dL 

BASO 0.30 ×10²/µL NEFA 596 µEq/L 

RBC 865 ×10⁴/µL Ca 8.60 mg/dL 

HGB 10.2 g/dL IP 7.40 mg/dL 

HCT 32.8 % Mg 2.20 mg/dL 

MCV 37.9 fL T-Bil 0.30 mg/dL 

MCH 11.8 pg AST 171 IU/L 

MCHC 31.1 g/dL GGTP 69.0 IU/L 

PLT 69.3 ×10⁴/µL ALP 166 IU/L 

    LDH 1300 IU/L 

    CK 369 IU/L 

 

 第 9病日に実施した血液検査では、TPの減少が見られ、AST,GGTP、ALP、LDH、CK の項目が高い数値を示した

ことから、肝疾患、または心筋の機能障害が示唆された。しかしA/G

比は正常でγ－グロブリンの上昇が認められなかった。そのため異

物性疾患等による慢性炎症は否定された。 

3.解剖検査 

 第 3・4肋間から開胸すると、多量の赤色胸水の貯留が見られた。

心臓は球形に肥大し、右心室壁がくぼんでいた（写真1）。心臓をホ

ルマリン漬けし、後日精査した。心臓のサイズは縦23㎝、幅 20㎝ 右心室 左心室 

写真 1：摘出後の心臓 
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であった。左心房から心尖に向けて切り込みを

入れた。左心室壁は薄く、厚みは約 2 ㎝、心室

腔が拡張していた。その他弁膜、中隔などには

肉眼的に異常は認められなかった（写真2）。右

心室は壁の厚みが約 1 ㎝であり、その他左心室

と同様弁膜や構造には異常を認められなかっ

た。今回、参考に症例と同時期に呼吸困難に陥

り死亡した生後 2 日齢のホルスタイン雄牛の心

臓を用意し、心臓のサイズを比較した。2 日齢

子牛の心臓のサイズは縦 15 ㎝幅 10 ㎝であっ

た。2 つの心臓の心室壁の厚みがほぼ同じであ

った。また、肺に肉眼上の異常は認められなか

った。 

 

考察 

剖検の結果と血液検査にて心筋傷害が考え

られたものの、炎症性疾患が否定されたことか

ら、本症例は拡張型心筋症を発症し、うっ血性

心不全に陥ったことが疑われた。 

2日齢の子牛が健康ではないので正確には不明だが、本症例は心臓の大きさに対して心室壁が菲薄であったと

考えられた。拡張型心筋症では一般に頻脈になるが、本症例は初診時から徐脈であった。心機能の著しい低下が

原因の一つとも考えたが、その心臓の状態で初診から20日生きたことは考えにくく、他の徐脈の原因として迷

走神経障害が併発していた可能性が疑われた。鼓脹などの迷走神経性消化不良の明らかな症状は見られなかっ

たため、その症状が現れる前に死亡したのではないかと考えられた。今回、拡張型心筋症を発症した原因は特定

できなかったが、他の子牛と同様に給餌を受けており本症例のみビタミンやセレンが欠乏していたとは考えに

くく、抗菌薬で症状が一時的に緩和したことから、ヒトで報告されているような心筋の細菌感染症が原因の可

能性が考えられた。また、5ヵ月齢で死亡し、親がホルスタイン種であったことから、遺伝性の拡張型心筋症で

あった可能性も考えられた。 

拡張型心筋症は一般に予後不良であり、産業動物の生産性を考えると早期の診断・廃用が望ましいとされて

いる。レントゲン検査で肥大した心臓を確認すること、超音波検査が診断に有効とされている。しかし循環器

障害の症状が見られる牛に鎮静をかけることはできず、今回現場で使用しているエコーではプローブも小さく

心臓を診断できるほど正確に描出することができなかった。生前に確定診断することは非常に難しく、臨床症

状と検査所見から判断しなければいけないのが現状だが、今回の結果が今後の予後判断の一助になれば幸いで

ある。 

 

参考文献 

2 ㎝ 
１㎝ 

写真2：左心 

心室 

心房 
心房 

心室 

写真3：右心 

本症例（5ヵ月齢） 2 日齢子牛 

写真4：心室壁の比較 
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ホルスタイン種における BLV 抗体陽性牛と血液生化学との関連について 

 

         広島県農業共済組合 庄原家畜診療所◯茶川元樹 家畜臨床研修所 金子宗平 

はじめに 

 牛伝染性リンパ腫は全身性の悪性リンパ腫を主徴とする疾病で、牛伝染性リンパ腫ウイルス（Bovine 

Leukemia Virus：BLV）の感染が主な原因となる。国内において、2021 年には 1765 頭発生したが、2021 年に

は 4375 頭発生しており、近年増加傾向にある。日本国内の農場におけるBLVの蔓延に伴い、地方病型牛伝染

性リンパ腫（Enzootic Bovine Leukosis：EBL）の発生が年々増加している。EBLは不顕性感染であり発症まで

長期間要する場合が多く、BLV抗体陽性でも発症せず無症状の個体も多い。BLVに感染すると20-30%の感染牛

が持続性リンパ球増多症を引き起こし、2-3%が数ヶ月から数年後にEBLを発症するとされている。症状として

は元気食欲低下、乳量減少、削痩など、非特異的症状となることが多く、また全身の様々なリンパ組織で腫瘍

細胞が増殖し、腫大するリンパ節の部位によっては呼吸促迫、排尿障害、眼球突出を呈すことがあるが、症状

からEBL と診断することは難しい。またBLV抗体陽性牛が増えており、抗体陽性牛を全て淘汰することは難し

く、抗体陽性牛の中でも特に発症に近しい牛を早期発生し淘汰対象としたい。そのような背景の中、ヒト医療

分野では血液生化学のうち逸脱酵素の特性を利用し、LDH/AST 比を用いることでどの臓器の障害かを推定し、

その比を用いてリンパ腫や白血病を鑑別することがある（LDH /AST 比が 10以上で白血病やリンパ腫などを疑

う）1）。そこで今回EBL発症牛の早期発見を目的に、BLV抗体陽性牛のうちEBL発症牛と未発症牛では、血液生

化学検査結果やLDH/AST 比などに差異があるのではないかと推察し調査したので報告する。 

 

材料および方法 

 令和 4年 4月から令和5年 5月までの期間、病傷事故症例の採血した個体の中から、BLV 抗体検査（ELISA

法）を実施し陽性であったホルスタイン種のうち、運動器疾患を除外するためCK値 1,000IU/L 以上の個体を

除いた60頭を対象とした。そのうちEBLと診断され廃用となった個体、またはECの鍵（リンパ球数の正常値

の幅を年齢別に定め、この基準を超えたものを異常とする方法）（表1）の条件を満たす個体を発症群（n=21）

とし、それに当てはまらない個体を未発症群（n=39）とした。両群間の各血液生化学項目（TP、A/G、Alb、各

Glb、BUN、T-Cho、NEFA、Ca、IP、Mg、T-Bil、AST、GGTP、ALP、LDH、CK）、分娩からの日数（DIM）、月齢、

LDH/AST 比を比較検討した。検定にはEZRにて Kolmogorov-smirnov 検定、F検定、T検定、Mann-Whitney U 検

定、ROC検定を用いた。 
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成績 

 DIM は発症群・未発症群間で差はなかった（発症群：157.5 日、未発症：126.0 日（中央値））。月齢におい

て、発症群は未発症群に比べ高い傾向があった(発症群：58ヶ月齢、未発症群：53ヶ月齢(p<0.1)（中央値）)

（図 1）。Caにおいて、発症群では未発症群に比べ有意に低値を示した(発症群：8.3mg/dl、未発症群：

8.7mg/dl(p<0.05)（中央値）)。また、CaについてROC解析を行ったところ、カットオフ値:8.40、

AUC:0.661、感度:0.667、特異度:0.641 となった（図2）。LDH、AST、LDH/AST 比に有意差はみられなかった

(LDH:中央値 1156IU/L vs 1101IU/L、AST:中央値 106IU/L vs 92IU/L、LDH/AST 比:中央値 12.4 vs 11.2(発症

群 vs未発症群))(図 3,4)。その他血液生化学検査結果にも両群間にて差はみられなかった。 
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まとめ 

 今回の結果では両群ともDIMは長く差はないことから、今回用いた検体では周産期疾病が関与している可能

性は低いと考えられた。月齢において、BLV抗体陽性牛頭数は月齢が高いほど有意に増加するといった報告 2）

もあり、今回の調査では、発症群は未発症群に比べ高い傾向にあり、月齢が高いほどEBL 発症リスクも高いこ

とが示唆された。今回の調査ではEBL発症牛ではCaの低下がみられ、同じような既報 2),3）もある一方で、抗

体陽性牛と陰性牛ではCaに差はないといった報告 4)もあり、Caについてはさらなる検討が必要である。また



45 
 

発症群でのLDH上昇について、LDHは 5種類のアイソザイムを持ち、それぞれ血管系や筋肉、肝臓や悪性腫瘍

などに分布しており、特にLDH2,3 の増加はEBL発症例に多いとされている。牛では糖新生の代謝が他動物種

よりも盛んなためLDH 発現量が大きくなる。そのため、LDH 基準値はヒトの10倍以上であり、ヒト分野で用い

られるLDH/AST 比をそのまま用いることは難しいと考えられた。ASTについて、BLV 抗体陽性牛は陰性牛に比

べASTは上昇するといった報告 2)もある一方、陽性牛は陰性牛に比べ低下するといった既報 3),4)もあり、ASTに

ついてもさらなる検討が必要である。今回発症群と非発症群でのLDH/AST 比は軽微な差はあったものの、顕著

な違いは認められなかった。これは発症群の症例数の少なさも関与していると考えられる。今後の展望として

は、より精度を上げるため症例数を増やし、月齢やDIMなどによる分類方法、BLV抗体陰性牛との血液性状の

比較、さらにはLDH/AST を用いたスクリーニングとしての応用できないかを検討していきたい 

 

参考文献 

1)和田攻ら: 臨床検査ガイド2011〜2012, Medical Practice 編集委員会, 118-121, 文光堂, 東京(2011) 

2)Abdel-Fattah Ali, et al: Oxidative state markers and clinicopathological findings associated with 

bovine leukemia virus infection in cattle, Microbial Pathogenesis, 2019 

3)Sandev Nikolay, et al: Investigation of some haematological and blood biochemical parameters in 

cattle spontaneously infected with bovine leucosis virus, Mac Vet Rev, 36, 107-110(2013) 

4)Pinar Peker Akalin, et al: Selected biochemical and oxidative stress parameters and ceruloplasmin 

as acute phase protein associated with bovine leukaemia virus infection in dairy cows, Bull Vet Inst 
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環境性乳房炎対策 

 

広島県立西条農業高等学校畜産科２年 

〇水嶋琉海 新家恵 三宅杏 

  

はじめに 

乳房炎は乳牛に最も多く発症する疾病である。乳房炎による年間被害額は、日本全体で800億を上回ると

言われており、それにより酪農家は、乳量の低下や治療費、抗生物質投与中の乳汁廃棄による収入の減少な

どによって大きな経済的ダメージを受けている。乳房炎には環境性乳房炎と伝染性乳房炎がある。環境性乳

房炎は感染力こそ弱いが、原因菌は土壌、牛体、糞尿などに常在しているため、原因菌を農場から撲滅する

ことはできない。原因菌としては大腸菌群（大腸菌やクレブシエラ等）や、環境性連鎖球菌、環境性ブドウ

球菌等が知られており、特に、大腸菌群による乳房炎は、泌乳停止や死に至るような重度な症状を示すこと

が多いため、問題視されている。症状として、発熱や脱水、食欲の低下などの全身症状を示し、感染乳房は

強い痛みと熱、腫れを伴う。乳量は著しく減少し、乳汁が凝固し水溶化する。乳房内への病原微生物の侵入

が発症の原因だが、それ以外にも畜舎環境や搾乳環境等（環境因子）と牛自身の免疫機能や乳頭の形状等の

要素も加わって、発症に至る。 

昨年度、本校でも4頭が乳房炎に罹患し、うち1頭は乳房炎が悪化し淘汰せざる負えなくなった。 

私たちはこのような状況を何とか回避したいと思い、研究を始めることにし

た。昨年度先輩たちが研究している際に、牛コロナウイルスに感染した。その

際、下痢止めとしてボバクチンという生菌剤を経口投与したところ、大腸菌群

が減少したという結果が得られた。ボバクチンは、生菌剤の一種であり、腸内

細菌叢のバランスを改善する製剤として認識されている。成長促進や消化機能

改善を目的として本校でも日常的に育成牛（離乳から妊娠までの期間）に投与

している。特に、若齢の牛では、腸内細菌叢が不安定で下痢を発症しやすいた

め、生菌剤は予防及び治療の目的で投与されることが多く、効果も報告されている。 

そこで、私たちはボバクチンを与える前と与えた後ではどのように敷料や糞便中の大腸菌や大腸菌群が変

化し、免疫機能が変化するかを搾乳牛で検証することで、ボバクチンの新たな効果を期待し、研究を始め

た。 

  

研究方法 

1.実験期間 令和 5年 1月 12 日～令和5年 2月 16日の木曜日（計6回） 

ボバクチン投与期間 令和 5年 1月 26 日～令和5年 2月 1日（1週間） 

   表１ 実施期間 

 

 

 

週 -2 -1 0 １ 2 3 

サンプリング 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 

ボバクチン投与期間 

図１ ボバクチン 
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2.サンプリング場所 本校畜産農場 

本校の牛舎は図2に示すとおり、牛床はフリーストール式でストールにはおが屑ともみ殻を混合したもの

を敷料として使用している。牛は自由にストール内で休息をとることができるようになっている。ストール

の手前の通路にはバーンスクレーパーが設置されており、糞尿を定期的に除去できるしくみになっている。

また、餌槽側には連動スタンチョンが設置されてあり、牛を固定することもできる。 

      

 

 

 

 

 

 

 

3.使用培地及び薬品 

クロモアガー寒天培地、ボバクチン 

4.実験項目 

1) 実験 1 生菌数（大腸菌と大腸菌群）の計測 

2) 実験 2 乳中の体細胞数の測定 

3) 実験 3 乳中の抗菌物質（ラクトフェリン・S100A7）の測定 

 

実験内容 

1.実験 1 生菌数（大腸菌と大腸菌群）の計測 

1) 牛の牛床（おがくずともみ殻が混ざったもの）（図3）、通路   

（図 4）、供試牛の直腸便（図5）を、ボバクチン投与前3回サン  

プリングした後、ボバクチン30ｇを AM11 時に１週間毎日経口投与  

し（図 6）、その後3回サンプリングする。 

2) サンプリングした試料の質量を計測し、ストマッカー袋に入 

れ、質量の9倍の PBS 液を添加し、よく攪拌する。（10倍希釈液）  

3) エッペンドルフチューブにPBS 液を 900μLずつ入れる。 

4) 3)の中に 2)を 100μL入れ、ピペッティング及びボルテックス 

ミキサー で攪拌する。（100 倍希釈） 

5) 4)を 10,000 倍希釈液ができるまで繰り返す。(段階希釈) （図

7・8）  

6) クロモアガー寒天培地培地を4等分し、希釈液を25μLずつ接種 、コンラージ棒で塗抹する。 

7) 37℃～38℃の恒温器で一晩培養する。 

図５ 直腸便のサンプリング   

図３ 牛床のサンプリング        

図４ 通路のサンプリング     

ストール 

図２ 牛舎の様子 
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8) 目視で大腸菌コロニー数と大腸菌群コロニー数をそれぞれ計測する。 

9) コロニー数×4×10×希釈倍率をすること

により、cfu値を算出する。 

 

2.実験 2 乳汁中の体細胞数の測定 

1) 乳頭から1乳頭 2mL ずつ乳汁のサンプリン

グを行い合乳し、計8mLとする。 

2) 広島大学で体胞数を測定していただき、そ

の後冷凍保存する。 

 

3. 実験 3①ラクトフェリン濃度の測定（ELISA      

サンドイッチ法） 

＊ラクトフェリンとは 

ラクトフェリン同様、乳汁中に含まれ

る抗菌物質。病原菌の侵入口である乳頭

近辺で主に作られる物質である。病原菌

の侵入を防ぐ非常に重要な因子である。特に大腸菌に対して抗菌性を

持っている。 

1) マイクロプレートに抗ラクトフェリン抗体を固相化する。 

2) サンプルまたは既知濃度スタンダートを加える。 

3) 反応が終わったら洗浄し、ホースラディッシュペルオキシダーゼ

（HRP）を結合させた抗ラクトフェリン抗体を加える。 

4) 反応が終わったら洗浄し、発色基質（TMB）を加える。 

5) 吸光度から検量線を作成し、サンプルのラクトフェリン濃度を   

計算する。 

 

 

 

図７ 段階希釈の方法   

図６ ボバクチン投与    

図９ 大腸菌塗布の様子   

図８ 希釈の様子    
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4.実験３② S100A7 濃度の測定（ELISA 競合法） 

＊Ｓ100A7 とは 

 ラクトフェリン同様、乳汁中に含まれる抗菌物質。病原菌の侵入口で

ある乳頭近辺で主に作られる物質である。病原菌の侵入を防ぐ非常に重

要な因子である。特に大腸菌に対して抗菌性を持っている。                

1) マイクロプレートに2次抗体を固相化する。 

2) 1 次抗体（抗S100A7 抗体）を結合させる。 

3) サンプルまたは既知濃度スタンダートを加える。 

4) 3)を捨てずに、HRP 結合 S100A7 を加える。 

5) 反応が終わったら洗浄し、発色基質（TMB）を加える。 

6) 吸光度から検量線を作成し、サンプルのラクトフェリン濃度を計  

算する。（競合法） 

結果 

1.実験１ 牛床と直腸便の大腸菌群と大腸菌数の測定（6回実施） 

1) ボバクチン投与前(2回目) 

 牛床と通路は大腸菌群は数えきれないほど多く、大腸菌数は少なかった。直腸便は、コロニーの数は

個体によって異なったが、大腸菌群は全く見られず、大腸菌しか見られなかった。また、コロニーの数も

牛床や通路に比べると圧倒的に少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12（2回目) 牛床               通路                  直腸便 

図 11 吸光度の測定    

図 10 ELISA の様子  
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2) ボバクチン投与直後(4回目) 

牛床は、ボバクチン投与前よりも大腸菌数、大腸菌群数ともに減ったが、通路はボバクチン投与前と比べ

て、大腸菌群数は大幅に減ったが、大腸菌数は変化しなかった。直腸便は、ボバクチン投与前と比べて、個

体によって大腸菌数が増加しているものも減少しているものもいた。 

3) ボバクチン投与後(6回目) 

牛床と通路は、ボバクチン投与前と比べて、大腸菌数、大腸菌群数は変化しなかった直腸便は個体によっ

て大腸菌数が増えたり、減ったりした。                   

 

 

 

 

 

 

 

 

4) グラフは直腸便を糞便、牛床と通路を環境としてま 

とめて示している。ボバクチンを投与していた1月

26日～2月 2日の間は大腸菌群及び大腸菌共に環境

及び直腸便で減少していたが、ボバクチン投与後か

らは再び上昇する傾向が見られた。(図 15) 

 

 

 

 

 

図13（4回目) 牛床               通路                  直腸便 

図 14 (6 回目) 牛床               通路                  直腸便 

環境（大腸菌群） 

糞便(大腸菌群) 

図15 大腸菌・大腸菌群のコロニー数  

(Cfu／mL) 
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2.実験２ 乳汁中の体細胞数の測定 

 図 16より、ボバクチンを投与した週は、体細胞数が減少した。だが、ボバクチンの投与前と投与後を比

べると、体細胞数の変化は見られなかった。 

(図 16) 

 

3.実験３① ラクトフェリン濃度の測定 

   ボバクチン投与前からラクトフェリン濃度は低下の

傾向にあった。ボバクチンを与えると更に低下した。

だが、ボバクチンを与えなくなるとラクトフェリン濃

度は上昇した。ボバクチンの投与前と投与後では有意

差が見られなかった。（図17） 

 

4.実験 3② S100A7 濃度の測定 

  ボバクチン投与後から、S100A7 濃度は上昇した。異

符号間で有意差が見られた。（図18） 

                        

考察 

 今回の研究から、牛床や通路には大腸菌群が多いことが分かった。しかし、牛の直腸便には大腸菌は見られ

たものの数量は非常に少なく、大腸菌群はいないことが分かった。このことから、直腸便には多少大腸菌が存

在するものの牛床に使用されているおがくずやもみ殻に含まれている大腸菌や大腸菌群が糞便などと混ざるこ

とにより、非常に多くなるのではと考えられた。実験1より、ボバクチンの投与は一時的に大腸菌群を減らす

効果があることが分かったが、実験1、2、3①より、ボバクチン投与前と投与後では大腸菌、大腸菌群、体細

胞数、乳汁中のラクトフェリンいずれも統計的には有意差が見られなかった。しかし、実験3②により、乳汁

図17 ラクトフェリン濃度                  図 18  S100A7 濃度 
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中のS100A7 は、ボバクチン投与から上昇し、有意差が見られた。このことから、今回の実験では少なくとも

ボバクチンには免疫機能を高める機能が見られることが分かった。しかし、今回は対象牛が4頭しかおらず、

ボバクチン投与期間も1週間と短かったため、他の項目では効果が得られなかったのではないかと考えられ

る。今後は対象牛を増やし、投与期間も増やすことでボバクチンの効果を検証できると考えている。また、乳

汁には他にも抗菌成分があるため、後輩に引き続き効果を検証していってもらいたいと考えている。 

 

終わりに 

 本研究を行うにあたり多くの協力をしてくださった、広島大学大学院統合生命科学研究科 鈴木直樹助教授

をはじめとする多くの方々に感謝申し上げます。 
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比婆牛の新たな価値を創る 

広島県立庄原実業高等学校 生物生産学科 

〇松木 紗希 児玉 真梨菜  

はじめに 

庄原市の人口推移予測では 2025 年に 31,048 人から 2045 年には 21,571 人まで減少することが見込まれてい

る。そのため、畜産業に関わる就労者数も減少することが推測できる。また、枝肉価格は継続的に下落傾向であ

るうえ、配合飼料価格（加重平均価格）※1の変動が激しく、令和2年 9月時点で65,638 円であったが、令和４

年10月には過去最高値の101,196 円となり、令和5年 2月 100,222 円（速報値）である。 

このように、畜産業を取り巻く状況が混沌とする現在において、管理の省力化を図りつつ国際的な飼養管理

方法を考慮したブランド和牛の生産を実現するために、庄原地域の特性を生かした和牛の新たな価値の創造の

手段として、黒毛和牛の放牧肥育の技術体系の確立に取り組んだ。 

 

方法 

1.供試牛と比較対照牛 

 1)供試牛と飼養管理 

   供試牛 A 号名「彩美悠（あみゆ）」 登録番号 15646-6453-0  生年月日：令和4年 6月 24 日 

       父：花勝百合 祖父：諒太郎 曾祖父：安福久 

   供試牛 B 号名「心結（みゆ）」 登録番号15646-6454-7  生年月日：令和4年 6月 24日 

             父：若百合 祖父：幸紀雄 曾祖父：勝忠平 

   2 頭とも 11か月齢より放牧区での放牧開始。飼料は9か月齢より TMR（前期）を給与した。 

 2)比較対照牛と飼養管理 

   対照牛 A 号名「美夢有（みゆう）」 登録番号16262-6446-3  生年月日：令和3年 10月 24 日 

父：若百合 祖父：福の姫 曾祖父：美国桜 

   対照牛 B 号名「雲丹陽（うにはる）」登録番号16262-6447-0  生年月日：令和3月 12月 23 日 

父：若百合 祖父：美津照重 曾祖父：幸紀雄 

   2 頭での牛房による飼育管理。対照牛Aは令和5年 12月（26か月齢）に出荷予定。対照牛Bは令和6年 2

月（26か月）に出荷予定。 

2.放牧区の設置 

1) 間伐及び刈払い 

    牛舎周辺の雑木林に放牧地を設置するために12aを間伐、刈払いを実施した。 

2) 支柱の設置 

    約 3m間隔で高さ約2mの支柱（木製）を設置した。 

3) 有刺鉄線の設置 

    4 段（15～20cm 間隔、地上から40cm）の有刺鉄線を設置した。 

3.植生調査 
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   1m×1m コドラート法による植生調  

査を実施した。 

4.放牧のための防疫対策 

1)動物用金鳥ETB乳剤 

   外部寄生虫及び衛生害虫の駆除並 

 びに忌避を目的に、200から 400 倍液  

の薬剤を5L、毎週１回噴霧した。 

2)バイメックトピカル 

牛の内部寄生虫及び外部寄生虫駆 

除を目的に、1か月毎に体重1kg当 

たり0.1mLを牛体の背線部のき甲から

尾根にかけて注いだ。 

5.体側 

1か月毎に体重、体高、十字部高、胸囲、腹囲を測定した。 

6.肉格付部位の観察 

2か月毎、超音波画像診断装置による観察及び僧帽筋、ロース芯の面積を測定した。 

7.血液生化学検査 

県北部畜産事務所より支援を受け、2か月毎に血液生化学検査を実施した。検査項目はビタミンA、ビタミ

ンE、βカロチン、T-CHOL、BUN、GOT である。 

 

成績 

1.飼養管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 放牧区（白線部） 

表１ TDN給与量(日/kg)
対照牛A 対照牛B

月齢 TDN 月齢 TDN TDN 
9 3.45-4.48 段階的に給与 9
10 5.175 10 5.6045
11 5.175 11 3.565→3.895 段階的に給与
12 5.175 12 4.445→4.775→6.755→4.445 段階的に給与
13 5.175 13 8.5745→10.27 6.594→6.924 段階的に給与
14 5.175 14 4.445→5.93 6.594→6.924 段階的に給与
15 5.175 15 7.895→8.225 5.805→7.74 段階的に給与
16 5.175 16 12.399→14.664 5.805→7.74 段階的に給与

17 5.805→7.74 5.805→7.74 段階的に給与
18 5.805→7.74→6.7725 5.805→7.74 段階的に給与
19 6.7725 5.805
20 6.7725 5.805
21 5.805 5.805
22 5.805 5.805
23 5.805 5.805
24 5.805
25 5.805

表２ TDN給与量(日/kg)
供試牛A,B
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供試牛のTDN（kg/日）摂取量を表1に対照牛のTDN（kg/日）摂取量を表2に示す。 

1.放牧区の設置 

牛舎周辺の雑木林に放牧区を設置（図 1）。放牧面積 12a の雑木林に樹木を利用した牧柵など設置し、車両

出入口を備えた放牧区の整備を行い、令和5年 5月より放牧を開始した。 

2.植生調査 

  植生調査を令和5年 5月 3日及び令和5年 7月 19日に実施した。放牧区内の自生植物一覧と頻度はグラフ

1、2の通りである。 

3.防疫対策 

  牛伝染性リンパ腫検査のため令和 5 年 6 月 28 日にエライザ検査、令和 5 年 7 月 19 日に PCR 検査を実施し

た。結果は共に2頭とも陰性であった。 

4.体側 

  供試牛の体重（グラフ3）は

和牛発育値の平均と同程度の

発育であった。体高（グラフ4）

は対照牛 B の発育が良好であ

り、供試牛Aの発育が和牛発育

値の平均を少し下回る発育で

あった。腹囲（グラフ3）にお

いて、比較対照牛との差はみ

られない。 
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5.枝肉格付部位の観察 

  超音波画像での、僧帽筋厚、ロ

ース芯面積の推定は、超音波画像

を取り扱う経験が浅いため、信頼

性に欠けることが予想される。 

15 か月齢（写真1,2）での僧帽

筋厚は、供試牛 A が平均 29.2cm

であり、対照牛より＋11.2cmであ

った。ロース芯面積は対照牛Bが

38.9㎠であり供試牛Aより＋5.8

㎠でった。前述の測定の未熟さを

考慮すれば、発育に大きな差はみ

られないと推測する。今後も継続

して枝肉格付部位の生育を観察

することにより、放牧の影響を明

らかにする。 
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6.血液生化学検査 

供試牛 B は GOT（グラフ 7）が 16

か月齢で 120IU 以上であった。これ

は令和5年9月26日に放牧区内のポ

ンプ屋根により左前脚及び左後脚に

切傷を受けたためである。そのため、

一時的な食欲不振となり、供試牛Aの

飼料摂取量が増加したため、供試牛A

の BUN（グラフ6）と T-CHOL（グラフ

8）の値が増加傾向を示したと推測す

る。今後も対照牛との比較を継続し、

放牧が血液の各検査項目に及ぼす影

響を明らかにする。 

 

まとめ 

供試牛11か月齢より放牧を開始後、

5か月間の体側（体重、体高、腹囲）、枝

肉格付部位（僧帽筋厚、ロース芯面積）

の観察、各血液成分のそれぞれにより

評価を行った。対照牛と際立った変化

が見られないが放牧することにより、

ビタミンコントロールを実施しないことの影響が肉質にどのように表れるのかを注意深く、観察を継続するこ

とが大切である。また、放牧肥育による価値の創造のために、慣行的な肥育牛の飼育との差別化を図るため、ス

トレスを数値化する。また放牧肥育での増体を安定的に図るために、分娩牛の栄養充足向上により胎子の増体

 

写真１ 供試牛 A（15 か月齢） 

 

写真２ 対照牛 B（15 か月齢） 
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を図る取組や、強化哺乳により育成以

降の増体を促す技術について調査研

究していきたい。 

本試験について「やまなみの道路沿

いにある比婆牛の看板のところで放

牧してほしい。」や「昔の比婆の地域

では山で放牧していたから、懐かしい

風景です。」などの意見が一般の方か

らあった。牛肉を工業的に生産する一

方で、中国山地の伝統的な飼養管理で

の生産を呼び起こす活動になるよう

にこれからも努めていきたい。 
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